
 1 

日本村落研究学会 研究通信 
（№277  2026.9.３０） 

JARS (Japanese Association for Rural Studies) 

Newsletter (№277, September 30, 2026) 

（事務局）坂本清彦(総務担当)・岩橋涼(会計担当)・本田恭子（Web 担当） 

  連絡先：〒612-8577 京都市伏見区深草塚本町 67 

 龍谷大学 社会学部 総合社会学科 坂本清彦研究室内 

 TEL: 075-585-6928  E-Mail： sonkenjimu2026(at)gmail.com 

 郵便振替口座：００１５０－９－３８７５２１ 日本村落研究学会 

  ホームページ・アドレス：https://jars.smoosy.atlas.jp/ja  

目次 

Ⅰ．第 74 回（2026 年度）大会の案内 ...................................................................... 1 
Ⅱ．大会プログラム ................................................................................................ 4 
Ⅲ．大会自由報告（12 月 5 日（土））要旨 ..................................................................... 6 
Ⅳ．大会テーマセッション趣旨・要旨 ........................................................................ 20 
Ⅴ．日韓合同ワークショップについて ..................................................................... 24 
Ⅵ．理事会報告 ................................................................................................... 25 
Ⅶ. 地区研究会開催案内・報告 .............................................................................. 28 
Ⅷ．村研ジャーナル編集委員会主催研究会報告 ......................................................... 29 
Ⅸ．年報の研究動向と年報刊行をめぐる検討状況 ..................................................... 30 
Ⅹ．追悼 堤マサエ先生・高橋明善先生 .................................................................... 32 
XI．新入会員の紹介 ............................................................................................ 37 

「目次」は各項目にリンクしていますので、PDF 版で読む際にご活用ください。 

ニュース、募集・お願い、研究会のお知らせなど（締め切り他詳細は、記事をお読みください）   

○第 74 回（2026 年度）大会案内・プログラム・自由報告要旨・テーマセッション趣旨・要旨・日韓合同

ワークショップについて（大会申込み締め切りは 10 月 30 日（金）） 

○北海道地区研究会（10/10）・関東地区研究会（11/23） 

○年報『村落社会研究』の定期購読について 

 

Ⅰ．第 74 回（2026 年度）大会の案内 

第 74 回(2026 年度)の日本村落研究学会大会は、12 月 4 日（金）「日韓合同ワークショップ」、

5 日（土）自由報告・総会・懇親会、6 日（日）テーマセッションの日程で、東京農業大学（世田谷キャン

パス）で開催します。 

  

The 74th Annual Meeting information in English is available at: 

https://jars.smoosy.atlas.jp/en/Conference 

https://jars.smoosy.atlas.jp/ja
https://jars.smoosy.atlas.jp/en/Conference
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【開催地について】 

今回の大会は首都圏開催となりますので、多くの会員の皆さまと会場でお会いできることを心待

ちにしております。エクスカーション、地域セッションの開催、合宿形式の「村研大会」のスタイルは

叶いませんが、「日韓合同ワークショップ」や恒例の懇親会等、活発な議論の場を用意してお待ちし

ております。 

 

【大会概要】 

◆期日： ２０２６年１２月４日(金)、5 日（土）、６日（日） 

◆会場： 東京農業大学（世田谷キャンパス） 

      〒156-8502 東京都世田谷区桜丘１−１−１ 

◆宿泊： 各自宿泊先の手配をお願いします。 

 

【大会スケジュール】 

◆12 月 4 日(金) 日韓合同ワークショップ  

13:30− 

14:00−17:15 

開場 

日韓合同ワークショップ （国際センター 榎本ホール） 

◆12 月 5 日(土) 自由報告・総会 

◆12 月 6 日(日) テーマセッション  

8：30－ 

9：00－12：00 

12：00－13：30 

13：30－15：30 

15：30－15：45 

開場 

テーマセッション 【A 会場（サイエンスポート 8 階 エアブリッジ）】 

昼食 （各自） 

テーマセッション 【A 会場】 

閉会式 【A 会場】 

 

【大会参加費・懇親会費等】 

 正会員 院生会員 

日韓合同ワークショップ:参加費 無料 無料 

村落研究学会大会:参加費 4,000 円 2,000 円 

懇親会費（12/05） 5,000 円 3,000 円 

9：30－ 

10：00－10：15 

10：15－12：15 

12：15－13：45 

13：45－15：55 

15：55－16：10 

16：10－17：10 

17：30－19：30 

開場 

開会式 【A 会場（サイエンスポート 8 階 エアブリッジ）】 

自由報告 【A会場・ B会場（6 階）・ C 会場（6 階）】 

昼食（各自） 

自由報告 【A会場・ B会場】 

休憩・準備 

総会 【A 会場】 

懇親会 【学内：レストランすずしろ】 
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** 非会員については、 参加費  6000 円（院生非会員 2000 円） 

     懇親会  5000 円（院生非会員 3000 円） 

 

【大会申込み】 申込み締め切りは１０月３０日（金） 

◆Microsoft Forms への情報入力および下記の口座への振込確認をもって参加受付とします。 

振り込みは各自計算の上、金融機関等で行ってください。振込手数料はご負担ください。 

銀行名   ドコモ SMTB ネット銀行 

銀行コード  0038  支店番号 101（イチゴ支店） 

口座番号  9468988 

氏名     中丸 京子（ナカマル キョウコ） 

 

◆Microsoft Forms への入力方法 

· 以下の URL にアクセスし、必要事項を入力して下さい。 

https://forms.cloud.microsoft/r/Z4hq9PCzUf 

· 入力項目は、氏名、所属、会員種別（一般会員、院生会員、非会員、院生非会員）、12/5 の懇親

会出欠、振込金額、メールアドレス、電話番号 となります。 

· 申込み（Microsoft Forms への情報入力と参加費振込）の締め切りは 10 月 30 日(金)です。

なお、参加費振り込み以降のキャンセル・返金は対応できませんので、ご注意ください。 

 

【受付】 

① 日韓合同ワークショップに参加される方 

12 月 4 日(金)に、会場（国際センター2F 榎本ホール）前にて受付を済ませてください。 

② 日韓合同ワークショップに参加されない方 

12 月 5 日(土) 9：30、12 月 6 日（日）8：30 よりサイエンスポート 1 階で受け付けます。 

 

【会場へのアクセス】 

※会場に駐車場はありません。公共交通機関でお越しください。 

 

小田急線 経堂駅下車：徒歩約 15 分 

 千歳船橋駅下車：徒歩約 15 分、バス約 5 分（東急バス 渋谷駅行 渋２３ / 用賀行 用０１ ） 

 

JR 山手線 渋谷駅下車（渋谷駅西口）バス約３０ 分（渋谷駅〜農大前） 

   小田急バス 調布駅南口行 渋２６ 

   東急バス 成城学園前駅西口行 渋２４ / 用賀行 渋２２ / 祖師谷大蔵行 渋２３ 

 

東急田園都市線 用賀駅下車：徒歩約２０分 

   バス約１０分（用賀〜農大前） 

    東急バス 祖師ヶ谷大蔵駅行 用０１ / 渋谷駅行 渋２２ 

https://forms.cloud.microsoft/r/Z4hq9PCzUf
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【大会事務局】 

・ 原珠里（大会実行委員長） j3hara（at）nodai.ac.jp 

〒156-8502 東京都世田谷区桜丘１−１−１  

東京農業大学国際食料情報学部 

電話：03-5477-2357（研究室）  

・ 吉野馨子（東京農業大学）・山下詠子（東京農業大学） 

・ 飯森文平（東京農業大学）・中丸京子（農研機構） 

 

Ⅱ．大会プログラム 

12 月 4 日(金) 

◆日韓合同ワークショップ（国際センター 榎本ホール）14:00〜17:15 

テーマ： 「気候・人口危機の時代の韓日農業・農村の対応」 

全体司会 秋津元輝 

【挨拶：韓国農村社会学会代表/日本村落研究学会 代表】 

【報告 各 30 分(報告 25 分、簡単な質疑応答 5 分) 】14:15〜16:15 

セッション 1: 人口変動と地域再生 

W-1  韓国農村社会学会会員（報告者調整中）  

W-2  高村竜平（秋田大学） 

「人口減少・高齢化のもとでの集落活動の実態と課題−秋田県にかほ市横岡地区の事例を

中心に」（仮題） 

セッション 2: 災害対応と農村の持続可能性 

W-3  パク・ジウン（全南大学校） 

「生態環境災害に対応する日本の農村自給権の構築と韓国農村への適用に関する研究）」 

W-4 望月美希（静岡大学） 

「人口縮小社会の農村はいかに災害と向き合うのか―日本における農山漁村の事例から」 

【全体討論】 16:25～17:15 
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12 月 5 日（土） 

◆開会式（会長挨拶） 10：00－10：15－ A 会場（サイエンスポート 8 階 エアブリッジ） 

 

◆自由報告 報告時間 各 40 分（報告 25 分、質疑応答 15 分） 

【A 会場】 10：15－12：15 座長：柏尾珠紀（滋賀県立琵琶湖博物館） 

A-1 庄司知恵子（東北福祉大学） 

地域福祉実践と生活実践の乖離―岩手県奥州市北股地区のボランティアワークキャプの

事例から― 

A-2 中原淳（京都大学・院） 

不登校の母子による農山村の放置森林への日常型移動―岐阜県西濃における「森の居場

所」の展開を事例として― 

A-3 牧野友紀（名古屋工業大学） 

震災を経験した農村に根ざす「栄養」の実践―岩手県陸前高田市横田町栄養三色研究会

の持続と展開― 

 

【B 会場】10：15－12：15  座長：足立重和（追手門学院大学）  

B-1 向はるか(広島大学・院) 

自治会の「分裂」と共助の再構築―広島市安佐北区可部東地区における被災自治会の事

例から―  

B-2 佐藤康行（新潟大学）・福島万紀（都留文科大学）・相川陽一（長野大学） 

現代の地方都市における自治会の変容―上田市自治会の事例研究― 

B-3  徳野貞雄(トクノスクール農村研究所) 

生活構造論から見た限界集落―「静止型人口」vs「流動型人口」― 

 

【C 会場】10：15－12：15  座長：山村哲史（京都大学・院）  

C-1  髙橋知花（東北大学） 

地域資源管理におけるよそ者との協働の論理 

C-2 佐藤梨帆（東京農業大学・院）・吉野馨子（東京農業大学） 

外部協働に直面する村落社会と共有林管理―大分県日田市の事例―  

C-3  平井太郎（弘前大学） 

収奪のただなかでの横領的実践 

 

【A 会場】 13：45－15：55 座長：北島義和（釧路公立大学） 

A-4  福田恵（広島大学）  

出来事のモノグラフ―独居集落における〈神輿再現〉の事例から― 

A-5  胡偉静（弘前大学・院） 

雲南省のある地域における農村実践からの示唆 

A-6  張威（立教大学・院） 

茶産地の「衰退」を再考する―静岡県の茶栽培をめぐる多種関係の再編と価値生成― 
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【B 会場】 13：45－15：55 座長：中丸 京子（農研機構） 

B-4  大友由紀子（十文字学園女子大学）・堤美智（健康科学大学）・Sebastian POLAK-

ROTTMANN（ドイツ日本研究所）・中道仁美（京都女子大学） 

オーストリア農業会議所による女性活躍支援―「セミナー農家」の実践事例より― 

B-5 余楽（お茶の水女子大学・院） 

高齢農民工はなぜ「退職」しないのか―中国内陸部の県城建設現場で就労を続ける帰郷農

民工の事例から― 

B-6 渡部鮎美（青森公立大学） 

ホタテ貝養殖業の展開にみる半農半漁の現代的意義－青森県蓬田村を事例に 

 

◆総会 16：10－17：10 A 会場（サイエンスポート 8 階 エアブリッジ） 

 

12 月 6 日（日） 

◆テーマセッション 9:00－15:30 A 会場 （サイエンスポート 8 階 エアブリッジ） 

「村落研究におけるモノグラフの可能性」  

コーディネーター：佐久間政広（東北学院大学） 

【午前の部 報告】9:00－12:00  

趣旨説明 佐久間政広（東北学院大学） 

第 1 報告 村田周祐（鳥取大学） 

ムラの経験に迫るということ―鳥取県八頭町日田の農地保全を通してモノグラフを考

える― 

第 2 報告 武田俊輔（法政大学） 

町内と地方都市ネットワークの再編が支える都市祭礼の継承―都市祭礼のモノグラフ

から村落研究へ― 

第 3 報告 平井勇介（岩手県立大学） 

「人を残す」生活実践―家・村落の変容を生きる A 氏の生活史から― 

第 4 報告 今里悟之（名古屋大学） 

地理学の思想と村落研究のモノグラフ 

 

【午後の部 ディスカッション】13:30－15:30  

コメント 伊藤勇（元福井大学） 

全体討論  

 

◆閉会式 15:30－15：45 

 

Ⅲ．大会自由報告（12 月 5 日（土））要旨 

【A 会場】 10：15－12：15                  座長：柏尾珠紀（滋賀県立琵琶湖博物館） 

A-1 地域福祉実践と生活実践の乖離―岩手県奥州市北股地区のボランティアワークキャプの事例
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から― 

庄司知恵子（東北福祉大学） 

 本報告の目的は、岩手県奥州市北股地区のボランティアワークキャプ（以下、VWC）の地域福祉実

践を事例に、地域福祉実践と生活実践の乖離を村落構造の観点から捉え、今後の展開への示唆を

提示することにある。  

現在の奥州市は 2006 年 2 月に 2 市 2 町 1 村の合併により誕生した（人口 104,425 人，高齢

化率 37.8%（2025 年 10 月 1 日現在：岩手県人口移動報告年報））。本研究のフィールドである北

股地区は，奥州市南西部の衣川（旧衣川村）西側に位置する中山間地域であり、合併を機に整えら

れた地域運営組織の活動範囲である。令和 2 年国勢調査では，人口 457 人，世帯数 138 世帯で

あり，合併前（平成 17年国勢調査）と比べ人口は26.9%減，世帯数は6.8%減である．衣川の中で

世帯数・人口ともに最も少なく，高齢化率 46.8％と最も高い．地区には 6 つの行政区（大平・有浦・

外の沢・西窪・桑畑・天田）がある．  

本実践は、2018年度から地元大学と北股地区振興会（地域運営組織）との協働により実施されて

きた．地区振興会が指定管理を担う地区センター（旧小学校）がボランティアセンターとなり，生活上

の困りごと（ニーズ）とボランティア（シーズ）を結びつけ，中山間地域における生活課題の解決を目指

した．堰払いや稲刈り，祭りの手伝い，草取り，除雪などへの依頼が寄せられ，多くの大学生が参加し，

筆者もボランティアとして関与している．  

本実践は現在も続いているが、決して「うまくいっている」わけではない。その背景には、本実践の

枠組みである「北股地区」が、住民の生活実践の枠組みと乖離していることが挙げられる。現在の北

股は、2006 年に閉校した「北股小学校」の学区であり、地域運営組織である北股地区振興会の活

動範囲である。しかし小学校を失った今、この枠組みが住民の生活において存在する根拠がない。

住民からは、本実践へのマイナス評価と共に、「自分たちで「北股」を枠として決めたことはない」「自

分の出身地を出すときに「北股」とはいったことはない」「部落でまずはやろう」といった声が聞かれる。  

歴史的に「北股」をみると（『衣川村史』より）、近世北股には肝煎がいたが、この北股（旧北股）と現

在の北股の範囲は異なり、旧北股は現在の 6 行政区に加え他地区の 4 行政区も含む。旧北股は、

北股川流域を中心とする水系や生業の結びつきによって形成され、明治 5 年には「上衣川村北又村

長」の名で村名願書が提出され、生活上の枠組みとして認識されていた。現北股は大正 14年に現在

地に北股小学校が設置されたことに始まるが、90 歳代の人たちに「北股」の範囲について聞くと旧北

股の記憶はなく、むしろ現北股より下の分校の枠組みが生活共同の範囲として語られる。  

地方創生政策の下で展開されてきた「北股」は、住民の生活において正統性を持ったものではな

い。一方で、人口減少の中、生活や共同の枠組みを広げ、住民の生活に位置づけることも必要であ

り、その可能性が VWC からみえてきた。「北股」がいかに住民の中に位置づけられるか、本実践を

もとに捉えていく。 

 

A-2  不登校の母子による農山村の放置森林への日常型移動―岐阜県西濃における「森の居場所」

の展開を事例として― 
中原淳（京都大学・院） 

本研究は、不登校児とその保護者（ほとんどの場合、母親）の農山村への日常型移動に注目する。

不登校の急増を受けて、プレーパークや森のようちえんを応用して、不登校児を受け入れる「森の居
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場所」が散見されるようになってきた。そこには、外部から母子が、通常の通学より長い移動を経て集

まっている。そこで「なぜ、母子は車で40分もかけて、あえて農山村の森に来るのか？」を調査した。  

調査方法は、森の居場所の設立と運営に介入するアクションリサーチである。具体的な課題は、＜

森の居場所＞へ日常型移動のプッシュ／プル要因の把握、母子が森の居場所と農山村に向けるま

なざしの推定という２つである。プル要因は、移動前の動機付けとなる要因（希望的プル要因）と、移

動後の再訪・習慣化を促す要因（実装的プル要因）に分けて調査・分析した。  

先ず、プッシュ要因について、不登校＝居場所喪失とゲーム・ネットへの傾倒が確認できた。また、

その延長として、母親自身の孤立や、子ども社会での「相互監視」といった要因が確認できた。  

次に、希望的プル要因について、移動前に「森に行く」と希望するのは、ほぼ母親であった。空間の

稀少性の無さと自然遊びを自明する価値観が、希望的プル要因になっていた。この価値観には、カリ

スマ研究者による広域人的リゾームの影響が見られた。このリゾームを経由した、口コミ等も希望的

プル要因になっていた。  

実装的プル要因については、母親／子どもの間に大きな違いがあった。先ず、母親について、子ど

もの預かり機能、ピアケア相談会・学習会などのイベントが、実装的プル要因になっていた。一連のイ

ベント群は、リゾームに根ざしており、総体として、ゆるやかな社会運動のような活動になっていた。こ

の活動は、＜子ども＝自然とする対抗的価値＞による強い言葉と順応的な実践（相互扶助）が入り

混じった複雑な内実であった。  

他方、不登校児の実装的プル要因は、設備や遊びの種類、空間編成の自由、自然物が媒介する遊

び、遊び仕事といった要因が判明した。自然物が、職員の準備を楽にして、遊びを保障しやすくして

いる側面もあった。また、子どもが遊び仕事に参加するために、テクノロジーを抑制する慣習がある

ことも分かった。  

2 つ目のまなざしの課題について、不登校児にとって、そこは、ただ純粋に遊びを楽しめる場所に

過ぎず、特別な意味づけを読み取る事はできなかった。他方、母親・運動家は、＜子ども＝自然とす

る対抗的価値＞に導かれ、学校・都市に対して否定的なまなざしを向けている。そして、その否定へ

の対処として、森の居場所と農山村が、「手軽で安価な避難所」に見えている。また、ゆるやかな社会

運動のような活動を受け入れるハブとして、森の居場所と農山村に期待していると言える。 

 

A-3  震災を経験した農村に根ざす「栄養」の実践―岩手県陸前高田市横田町栄養三色研究会の

持続と展開― 
牧野友紀（名古屋工業大学） 

本報告の目的は、陸前高田市横田町の栄養三色研究会を事例として、戦後の栄養改善運動に由

来する食の実践が、東日本大震災を経験した農村においていかに続けられ、現在どのような展開を

見せているのかを明らかにすることである。これを通じて、戦後の栄養改善運動が横田に何を残し、

それが現在いかなる意味を持つのかを検討する。  

横田町は、気仙川上流域の横田盆地に位置する中山間地域である。東日本大震災では町域の一

部まで津波が遡上したが、家屋被害はなく、被災者の受け入れと支援の拠点となった。町内には218

戸の応急仮設住宅が設けられ、横田町女性団体協議会に属する横田女性会や JA おおふなと女性

部横田支部などが、沿岸部の避難所に向けて炊き出しを行い、発災翌日に届けた。2025 年の大船

渡市の山林火災でも、横田町の女性たちは炊き出しに携わった。  
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こうした女性団体のなかで、食を通じた生活実践を専門的に担ってきたのが、1954 年に発足し、

70 年以上にわたって活動を続けてきた横田町栄養三色研究会である。同研究会は、栄養改善普及

会の系統組織にあたる。栄養改善普及会は 1953 年に設立され、厚生省公衆衛生局栄養課の技官

を務めた近藤とし子がその活動を担った民間団体で、「栄養三色運動」を全国に普及させた。横田町

の研究会は、現在、北海道・東北地区で唯一の加盟組織となっている。  

活動内容は、移動教室、料理講習会、地域行事への協力、研修、災害時の炊き出し支援など多岐

にわたる。このうち移動教室は、震災後に始まった民泊事業と結びつく。震災について学びに訪れた

全国の生徒が町内の農家に宿泊し、研究会が農家やコミュニティセンターで参加型の栄養教室を開

き、子どもたちと共に調理し食事をする。また、料理講習会は、会員が知識や技術を学ぶ場であると

同時に、その成果を地区の高齢者に提供する場ともなっている。いわゆる「子ども食堂」のような、担

い手が受益者に食事を供する形式ではなく、講習の成果として共に食べる形を取る。食材は栄養改

善普及会だけではなく農家からも提供される。作る場にも食べる場にも会員以外の人びとが関わっ

ていることが特徴である。  

西川（2020）は、栄養学が災害や戦争という非常時においてこそ社会的に要請される学知であっ

たと指摘する。近藤とし子らも、各地の農村を巡回し、料理講習を通じて草の根の栄養指導を行った。

しかし、こうして地域に伝えられた実践が、どのように根づき、災害という新たな危機に際していかに

立ち現れるのかについては、十分に検討されてこなかった。  

戦後の栄養改善運動が横田に残したのは、栄養の知識にとどまらず、共に調理し、共に食べる実

践の形式であった。災害に際して女性たちが食を担い得た背景には、この形式が地域の諸関係のう

えに保たれてきたことがあると、報告者は考える。本報告では、文書資料とインタビュー調査の分析

および参与観察に基づき、その具体的なあり方を示す。  

文献  

西川和樹、2020、「栄養士、近藤とし子と危機の時代の栄養学」『同志社グローバル・スタディー

ズ』第 10 号、67-86 頁。 

 

【B 会場】 10：15－12：15                       座長：足立重和（追手門学院大学）  

B-1  自治会の「分裂」と共助の再構築―広島市安佐北区可部東地区における被災自治会の事例

から― 
向はるか(広島大学・院) 

１．研究の背景と目的  
広島市は、山際や川沿いへの宅地開発という歴史的経緯から、全国有数の土砂災害・洪水危険区

域を抱えている。これらの地域では旧住民と新住民の「混住化」が進行し、高齢化や自治会非加入者

の増加に伴う住民自治組織の弱体化が懸念されている。  
農村社会学において、東日本大震災以降、災害研究・復興研究の蓄積は著しい。本学会でも『災

害と村落』（植田今日子編、2015）などの成果が見られるものの、全体として震災研究に偏重してお

り、水害・土砂災害を対象とした研究は未だ十分とはいえない。また歴史学や民俗学分野における水

害研究に見られるような、地域固有の災害対応の歴史的蓄積を踏まえた社会学的分析も求められ

ている。  
本報告は、水害リスクを抱え、混住化が進む地域を対象に、自治会の「分裂」という出来事が地域
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の防災・共助にどのような意味をもたらしたのかを、組織と個人の役割に着目して明らかにすること

を目的とする。  
２．調査対象と方法  
調査地は広島市安佐北区可部東地区（旧・上原村）である。1889 年頃までは約 100 軒のみが住

む村だったが、1972 年の広島市との合併を経て、山際や川の周辺が急激に宅地開発され、現在は

約 1,550 世帯が住む地区である。同地区内の五輪田自治会は、洪水・土砂災害の両危険区域に位

置し、2014 年に土砂災害被害（死者 1 名）を経験した。その後 2020 年、清掃活動参加を巡る新旧

住民のトラブルを契機に、旧住民を中心に脱会・新設された「上原下河内自治会」が誕生した。  
本研究では、分裂当時の五輪田自治会長であり上原下河内自治会初期会長である N 氏らへの

聞き取り調査（2024 年 7 月〜12 月）を中心に、自治会収蔵資料および行政史料の分析を補足的

に行った。  
３．考察  
第 1 に、混住化に伴う対立から生じた自治会の分裂が、結果として災害リスクへの対応力を高め

たことが明らかになった。分裂により五輪田（洪水危険区域）と上原下河内（土砂災害危険区域）でリ

スク対応が明確化し、小規模（15 世帯）となった上原下河内自治会では迅速な合意形成のもと防災

広場や倉庫の管理・運用が可能となった。さらに有事には相互避難を受け入れる協力関係も形成さ

れた。  
第 2 に、地域組織（自治会）が共助の基盤を担いつつも、住民個人の柔軟な行動が組織の限界を

補完している実態が示された。  
以上より、自治会の分裂は人間関係の断絶にとどまらず、「混住化」の課題を抱える地域において

「地域組織」と「個人」の役割を防災の観点から再構築する前向きな動態であったと捉えられる。当日

は、①分裂の経緯、②両自治会の運営実態、③防災広場をめぐる動きを中心に報告し、水害研究

の論点と課題についても言及する。  
文献 

日本村落研究学会,2015,『年報 村落社会研究 第 51 集 災害と村落』一般社団法人 農山漁村

文化協会  
 

B-2  現代の地方都市における自治会の変容―上田市自治会の事例研究― 
佐藤康行（新潟大学）・福島万紀（都留文科大学）・相川陽一（長野大学） 

地域自治は民主主義を学習する身近な場である。とくに自治会は地域自治の要である。今日、情

報社会の進展や少子高齢化の進行、人口減少、流動化、災害や新型コロナ感染症の影響等、社会生

活環境が大きく変わり、自治会活動が衰退している。その意味で、現在、自治会を再検討する意義は

少なくない。本研究は、安井幸次氏が１９７９・８０年に実施したアンケート調査票と同様の質問項目の

アンケート調査を 2024 年に行い、この間の自治会の変化をとらえた。  

上田市は、２００６年に丸子町・真田町・武石村と合併している旧上田市の範囲にあたる上田地域

が当時の上田市の範囲と重なることから、上田地域と全上田市と比較した結果をみる。上田市人口・

世帯数はおよそ 15 万人、7 万１千世帯である。上田市全体の回収率は約 77.2%、上田地域は約

78.8%である。  

1979・80 年時と 2024 年時の調査項目の割合を比較した結果は以下の通りである。まず、自治
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会の成員数は両極化している。上田地域の千曲川左岸を中心に大規模自治会は集中している。そ

れに対して、小規模自治会は山間地の真田や武石地域に多くある。自治会加入方法は、「自動的に

加入」から「一応加入を勧める」に、会長の選出は「全員投票」から「選考委員会をつくって選出」にも

っとも多い項目がそれぞれ変化している。以上の歴史的変化は、上田地域と全上田市とも同様であ

ったが、仔細にみると、「自動的に加入」は全上田市のほうが多く、「一応加入を勧める」は上田地域

のほうが多いという相違がある。  

自治会活動の割合が以前と比べて大きく変化しているのは、次の項目である。困りごととして、役

員のなり手がいないが３０％から８８％に増加し、次に役所からの業務依頼が５１％から７４％等に増

えている。自治会活動としては、「花壇づくり」が約４０％、公園管理・会報発行が約２０％、サークル活

動が約１５％等と増えている。他方、老人会援助・薬剤散布・保険料徴収・婦人会援助・運動会が３

０％以上、道路修繕が約２０％等、それぞれ減少している。なお減少しているが、陳情や公民館管理

は８０％以上と高い割合にある。変化していないのは地区の財産管理・街路灯・青年会補助・もめご

との調停等である（５％の範囲で誤差とした）。  

自治会は、地域団体の援助・地域資源管理・陳情・もめごとの相談等の自治活動は維持されてい

るが、その機能は縮小している。他方、溝河川道路清掃・ゴミ出し・防犯防災活動・花壇づくり・公園

管理・会報発行・サークル活動・夏祭り等といった都市型活動が増大している。自治会長が自分たち

の自治会に関する意見を聞いたなかで多いのは、高齢化・人口減少等に伴う役員の担い手不足で

ある。  

自治会は行政末端組織であるとともに、他方で地域資源管理やもめごとの相談、サークル活動や

地域団体の援助等といった公共空間を成してきた。現在の自治会は、新型コロナによる会員相互の

交流不足・高齢化等による役員の担い手不足、未加入者の増加等により、総じて弱体化している。こ

うした点を踏まえると、現在、自治会はどのようにみずからを公共空間として再創造していくかという

課題に直面している。 

 

B-3 生活構造論から見た限界集落――「静止型人口」vs「流動型人口」―― 
徳野貞雄（トクノスクール）  

報告者は「T 型集落点検」調査法等を展開しながら、【限界集落論】に対する批判的検討をさまざ

まな視点から行ってきた。その過程の中から、我々が「地域」研究（むら・ムラ・村・町・市・自治体・国

家・コミュニティ・地区・校区 etc.）を行うときの基礎データにしている人口把握に、非常に大きな疑

義・疑問を抱くようになった。  

その第 1は、行政データへの過度な依存である。その第2は、行政データの多くが、住民台帳をベ

ースとする静止型人口データとなっている。すなわち、足で歩き農耕定住型生活様式を軸としていた

時代・社会（「農基社会」）での人口把握の手法であった。第 3 に、現代の高度産業社会の中における

流動・移動型生活様式（「ポスト農基社会」）での人口把握は、ほとんど手つかず全く確立されていな

い。以上が、人口把握への最大の疑義と課題である。 

だから、現代・現実の人々の生活実態を「地域」的に捉えようとしたときに、既存の「静止型・行政デ

ータ」で分析していることは、非常に大きな誤謬・錯覚を発生させているのではないかと考えた。そし

て、【限界集落】→【消滅集落】という予測パターン(消滅可能性●●)は、社会的ラベリング化の様相

が強まっている。実際に現地での住民の生活構造の実態調査をせずに、静止型（行政）データを外部
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から分析することで、「学術的」分析が【社会学的おばけ（幽霊）】を生み出していると思う。従来の【限

界集落論】は、大幅に見直される必要があると考えている。 

大野さんを軸とした【限界集落論】の成立過程とその時代的背景を再検討し、何故この【限界集落

論】が学術的領域を超え、社会的タームとなっていったかについても検討していきたい。最後に、「T

型集落点検」調査が、地元の人たちと調査員・関係者の【ライブ化した場】となることが多くあり、単な

る学術調査ではなく調査の持つ力の可能性を探っていきたい。 

我々はなぜ行政データに過度に依存するにかを、考えてみたい。行政や国家ですら、厳密な意味

での静止型だけでなく流動型の人口データをとることは困難である。それ故研究者は、住民台帳や

国勢調査で得られた既存データを活用することに逃げ込んだ（モノグラフは書けるが、U ターン者や

日常の流動者の実数把握は断念した）。きつい言い方かもしれないが、データ把握のインプットが困

難であるため、アウトプットの分析技法に走る傾向がある。しかし、現実の社会が移動・流動化してい

る構造の中で、その実態を少しでも把握していく努力が必要ではないか。その小さな努力が、「T 型

集落点検」でなかったかと考えている。 

具体的検討事例は、広島県二日市市吉和地区中津谷集落である。行政データでは 21 世帯 43

人、7 世帯が独居高齢者（33.3％）、7 世帯が高齢者夫婦＋α世帯（33.3％）で、合計 14 世帯が

「不安定世帯」であり、支所や社協等は【限界集落】と危機感を強めていた。しかし、「T 型集落点検」

を実施し、他出子や親族関係の調査を行った結果、14 世帯の「不安定世帯」が全戸「安心世帯」に変

わるという結果が得られた。また、誰一人として社会的孤立に陥っているものはいなかった。 

 

【C 会場】 10：15－12：15                         座長 山村哲史（京都大学・院） 

C-1 地域資源管理におけるよそ者との協働の論理 
髙橋知花（東北大学）  

人口減少、高齢化が進む農村地域において、地域資源の持続的な管理は喫緊の課題となってい

る。その担い手確保が困難な状況下では、外部のボランティア団体を含む多様な主体の参画が求め

られており、地域資源管理を担う仕組みが問われている。 

地域資源管理については、多面的機能支払交付金を利用する形で地域内での農家や非農家によ

る共同活動が多く実現している。そうした共同活動が地域資源の維持のみならず、地域コミュニティ

の維持や再編に資することも示されてきた。他方で、人口減少や高齢化が進む中では依然として地

域住民のみで地域資源管理を担うことは負担が多く、外部のボランティア団体などよそ者との協働の

必要性が増しているものの、これらに関する議論が十分になされてきたとは言い難い。今後の地域

資源管理の担い方に関する議論を蓄積していくためにも、いかにして地域住民とよそ者が協働し得

るのかという点を検討する必要がある。そこで本報告では、地域住民組織と外部ボランティア団体と

の協働による地域資源管理がいかに成立・維持されているかを、とりわけ地域住民組織側のボラン

ティア団体の受け入れ方、その論理に注目し考察する。 

本報告では、2020 年から外部の森林整備団体と協働しながら地域資源管理を実践している福

島県須賀川市稲地区における「稲地域資源保全会（以下「保全会」と略称）」を事例として取り上げる。

保全会は多面的機能支払交付金を利用し地域住民による共同作業を実践しているが、森林整備団

体との協働による地区内で手入れが必要な立木の整備活動も共同作業の一環として取り組んでい

る。保全会の活動において特徴的なのは、森林整備団体に全ての作業を委ねるのではなく、軽微な



 13 

作業内容であっても毎回の作業に保全会側も必ず参加している点である。この方針は、外部団体に

作業を委ねれば負担を軽減できるにもかかわらず保全会としての毎回の参加を求めるため、一見非

効率のようにも映る。しかし、この実践の背景には保全会側のある論理が垣間見られる。 

保全会側は自らが常に管理の主体であり続けることを意識的に選択している。外部団体への依存

度を高めることは短期的に活動継続を可能にするが、地域住民が地域資源の管理主体としての意識

を喪失する可能性を含んでいる。そのため、保全会は森林整備団体と協働しつつもできるだけ資源

管理の外注化が進むことを避けているのである。それにより、保全会メンバーの世代交代も視野に

入れ、次世代への地域資源管理の継承も模索されている。毎回の作業への参加は、地区内の地域

資源の管理状況のみならず、その管理技術を次世代へ伝達する実践的な場を確保することにもつな

がっている。保全会ではこのように外部の森林整備団体と協働しつつも、その管理活動を地域の共

同作業として展開し続けるための工夫がなされている。この点は担い手不足に直面する農村地域に

おける地域資源管理のあり方を再考するうえで議論の糸口となりうるものと考えられる。 

 

C-2 外部協働に直面する村落社会と共有林管理―大分県日田市の事例― 
佐藤梨帆（東京農業大学・院）・吉野馨子（東京農業大学）  

村落共同体とは、「耕地・用水・山林などをめぐる共同体規制を基盤において結ばれた社会関係」

である。そのため、「村落社会が存続の限界に近づいていることは、それを支えてきた自然と環境の

持続性が限界に近づいていることを意味」する（日本村落研究学会編, 2007）。このような地域の自

然環境の危機は村落社会だけの問題ではない。人間との関わりの深い二次的自然は里山と呼ばれ、

希少動植物の生息・生育空間になるなど、生態学的な観点からもその生物多様性の重要性は評価さ

れてきた。そのため 1980 年代から始められた里山保全運動では、地縁に縛られず超地域的に集う

市民ボランティアなどが中心となり、私有地・公有地を問わず都市や村落に残存する森林を訪れ、除

伐や間伐などの管理作業を行うようになった。こうして 2000 年代以降、地域住民以外の多様な主

体が、村落社会の自然環境問題に取り組む活動が社会的に広く認められてきた。 

しかし、2010年代にはこのような全国各地の実践の現場において、里山保全の行き詰まりの様子

が報告されている。その原因のひとつとして、市民による協働が重視されてきた一方、歴史的にそこ

を利用してきた住民たちが持つ論理が十分汲み取られてこなかったというずれが指摘されており、よ

り地域に根ざした論理を持った市民参加論が求められている（平原,2022：岡田,2023）。つまり、

村落社会の自然資源の保全に関して、村落住民側からの積極的な関与が必要であり、新たな森林

保全・利用を志向する外部者の価値と、従来から森林と向き合ってきた村落住民の価値が、地域と

いう空間枠組みの中でいかに共存していくかが重要になるといえるだろう。 

そのため、本稿では村落社会（むら）単位で管理されてきた共有林を対象に、多様な外部主体を積

極的に巻き込みながら、地域資源保全や地域づくりに関する担い手の創出につなげようと主体的に

取り組む大分県日田市の共有林管理団体（老松生産森林組合）の事例に注目する。そして共有林内

部で働いてきた共同性などの機能が、都市住民などの広域的な林野利用秩序といかに接点を作り

上げていくのか、地域資源を核とした外部者との新たな協働関係による、共有林とそれを包括する村

落社会の再編成の可能性に注目する。 

（参考文献） 

日本村落研究学会編, 2007,『むらの社会を研究するーフィールドからの発想』農文協. 
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平原俊,2022,「論文 自然資源管理に関する市民参加論の「限界」再考」『林業経済』75(3) :1-

16. 

岡田航,2023,「郊外社会における里山保全の課題と展望（論文）（2020 年度林業経済研究所研

究奨励事業（小瀧奨励金）助成研究）」『林業経済』76(7) :1-14. 

 

C-3 収奪のただなかでの横領的実践 
平井太郎（弘前大学）  

ここではまず、この 10 年余の日本の地方創生政策の帰結を、行政学者・今井照(2025)の所論を

踏まえつつ、より国際的に進む経済化・責任化の政治(W・ブラウン(2015=2017))として位置づけ

たうえで、ブラウンの議論を資本主義批判に拡張する N・フレイザー(2022=2023)のいう収奪論

から捉え返す。そのうえで、地方創生前夜から 15 年続ける下北半島・佐井村でのアクション・リサー

チを再考し、収奪の下にある人びとの実践を読み解く。それは今日の資本主義による収奪

expropriation の構造に食いつき逆にわがものとする appropriation 実践である。 

収奪構造の転換についてフレイザーは財の分配構造とニーズの所在の中間領域 in-betweenの

人びと自身による組織化 organize や管理 manage を構想する。この構想を批判的に敷衍する手

がかりを下北半島に求める。そこは 1960 年代の九学会連合調査でも「捨て去れら、忘れ去られた」

「人びとの運動」（宮本常一 1967）の場とされ、佐井村でも当時を知る人びとと出逢った。その頃の

人びとの生業を主に支えたのは農でありアクション・リサーチの核も農をめぐる。村の農は 1970 年

の下北半島のニホンザルの国・天然記念物化により壊滅し(鈴木克哉 2007)、入れ替わるように原

子力関連施設の立地が図られる(栗原彬 2012)。そのせめぎあいから村は市町村合併から排除さ

れ、複数の廃校が高齢者施設となり最大の就業先になっている。原子力関連資金は現在でも、地方

創生下、激しく増減する地方創生交付金の影響を平準化するよう受入られている。 

アクション・リサーチは地域活性化に動員される地方大学に原発資金で依頼された芸能の記録保

存から始まった。余儀なく「記録保存」が目的化された芸能の担い手からの沈黙と拒絶と契機に人び

との日常に一歩一歩関わっていった。農もまた活性化そして地方創生のもと「(サル害のない)特産品

開発」がフレームアップされていた。だが対話を続けるとそれが「サルに負けない」生き方であると教

えられていった。４年経ち「おもしろく」なってきた頃、販売先が中華圏との取引で倒産した。そのとき

人びとは行政が推奨した「特産品」以外にもサルが関心を示さない産物/植物を次々と共有しはじめ

た。アスパラガスのような県の普及機関が気づいていなかった高収益の換金作物だけでなく、かつて

コメの取れなかった下北半島の暮らしを支えたカテとなるヨモギやイモ、海の上で多く亡くなる人びと

を弔う花々などであった。一連の試みは政府や専門機関の意図しないかたちで地方創生の資金を自

分たちのものにしてゆく過程であった。こうした「農の実践」(安藤丈将 2024)は芸能の核を担って

いた地元の米屋や地域おこし協力隊の家族や仲間を通じ、養殖や醸造、通い農を受け入れや蓄電

池の開発・販売などに広がる。地方創生前夜の情報僻地対策を機にベンダー横断のシステムメンテ

ンナンスを手がけるようになった代々の米屋はそうして、資金と人脈を生まれ育った村に還流させ自

分たちのものにしようと企むのである。 

 

【A 会場】 13：45－15：55                       座長 北島義和（釧路公立大学）  

A-4 出来事のモノグラフ――独居集落における〈神輿再現〉の事例から 
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福田恵（広島大学） 

集落消失の危機をめぐる課題と方法 

本報告は、居住者が一人になった集落（独居集落）をいかに調査し記述するのか、またその問題に

対して一調査者としていかに向き合うのかという問いを出発点としている。 

集落存立の危機は、戦後以降、村落共同体論、農民層分解論、むらの解体論、限界集落論等によ

り繰り返し指摘されてきた。それに対して家と村を軸とした諸種の生活論によって住民の対応と生活

の持続的な姿が掴みだされてきた。 

一連の推移のなかで集落自体の存立が問われたわけだが、同時に集落をめぐる調査のあり方も

問われることになった。それは、まず集落の基本枠を押さえながら社会、経済、文化の集中的記述を

行うモノグラフに対する疑義、いわば＜モノグラフの危機＞として立ち現れた。さらに、現在では従来

の調査法も新たな調査法も集落や農村の何らかの役に立っているのかという実践的な疑義を伴う

＜調査の危機＞としても顕在化している。 

本報告では、ある集落の事例を取り上げるがその記述は集落内で完結しているわけではなく、山

村に広がる人的な関係の網の目との連接や相互作用も視野に入れている（福田、2021）。そしてそ

の方法的なつなぎ目として、ある＜出来事＞が重要な意味を生成していることに着目する。出来事

の記述を重視する流れは、社会学や人類学で散見されるが、村落研究のなかのいくつかの知的流れ

も確認する必要があろう。 

 

調査地と調査結果の概要 

「過疎発祥の地」と称された島根県益田市匹見町は、過疎化が激しかった島根県のなかでも最も

厳しい人口減と高齢化を経験した地である。1963 年から 2021 年までの間に 6,655 人だった人

口は 968 人に減少（減少率は 85.5％）し、従来の集落調査が容易に適用できない状況にあった。

暗中模索のなかで 2022 年に矢尾集落の唯一の行事である草刈りに参加し、そのなかで安置され

た神輿の存在を知り、2025 年には関係者の念願だった神輿再現に携ることになった。それは単なる

観察や参加ではなく、神輿を含む祭礼を集落関係者とともに再現する協働作業となった。 

今回の神輿再現が示唆するのは、例えば地域内の微細な人間関係や年間行事等をトータルに把

握しなくても、唯一の行事となった草刈りや一度限りの神輿再現だけでも集落の「関係」と「出来事」

は語りうるという点であった。いわゆる「構造」把握ばかりではなく、たとえ一時の人びとの集まりであ

る「出来事」の把握であっても、集落理解の可能性は残されている。報告では、そうした出来事の集

中的記述によってモノグラフはいかに成り立ちうるのか、出来事から構造に迫ることは可能か、集落

消失の危機に対していかに向き合い、学術的／実践的可能性を追究していくのか等についても考え

てみたい。 

 

福田恵、2021、「近代山村にみる広狭域のネットワーク構造――森林資源をめぐる動員網と関係

網」『社会学評論』284 

 

A-5 雲南省のある地域における農村実践からの示唆 
胡偉静（弘前大学・院） 

本報告は、現代中国において農村発展の一つのモデルとして注目されてきた雲南省 H 村を対象
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に、発展支援の開始から約 10 年を経た現在の地域実践の実態を明らかにするものである。H 村に

深く関与してきた、現代中国の発展研究をリードする李小雲は、農村を近代化の重要な構成要素と

して捉え、地域固有の価値を基盤としながら、現代社会との接続を模索し、地域主体性と外部資源と

の相互作用を通じて地域の可能性を構築することを重視している。これに加えて、李らの実践と理念

をめぐる汪（2024）の研究も注目されている。汪は、2010 年代後半以降に李らによって展開された

こうした議論を「新開発学」として位置づけ、その特徴を「現場順応」、「平行経験」、「独自性」の 3 点

に整理している。また、その議論からは、李が重視する「現代と伝統を『接ぎ木』する」という発想も読

み取ることができる。 

そこで本報告は、文献調査とフィールドワークを組み合わせ、李らが深く関与してきた雲南省の複

数の農村を対象として、地域における社会変化と実践の展開過程を追跡する。調査は 2025 年 11

月7日～14日に実施し、対象地域は、西双版納地域のH村、S村，昆明市地域のX村、D村社区、

Y 村、F 村である。具体的には、H 村 10 名、S 村 5 名、X 村 3 名、D 村社区 6 名、Y 村 9 名、F 村

6 名を対象として、村幹部、農村 CEO、地域事業者、住民、観光客などへの聞き取りを行った。これ

らの地域を比較することで、それぞれの特徴を把握するとともに、とりわけ H 村という具体的な地域

実践の場において、理念がいかなる過程を通じて生成されていったのかを、より具体的に捉えること

を試みた。 

その結果、H 村は現在も一定数の若年層が地域に残っていること、補助金などの外部条件も存在

していること、「郷村 CEO」が、今後の継続的な経営という課題に直面していることが確認された。こ

のことから、H 村を一つの完成された「モデル」として他地域へ移植したりすることには限界がある。

むしろ、近年の急速な社会変化によって、H 村は、「伝統と近代との接続」という問題を、具体的な地

域実践のなかで横断的かつ重層的に浮かび上がらせる事例として捉えることができる。 

このように、H 村の事例からは、地域社会がなお一定のまとまりを保ちながら、外部社会との関係

をも維持している姿をうかがえる。こうした点からみれば、H 村は、伝統と近代のいずれかに還元さ

れるのではなく、両者の動態的な過程のなかにある地域として位置づけられよう。この意味で、H 村

における「温和的」な発展は、地域に存在する価値や関係性を基盤としながら、現代社会との接続を

模索する、在地的な近代化の一つの可能性として理解できる。それは、過疎化を進化した後での地

域を再構成する「逆都市化」とは異なり、「都市と農村の融合」の一つのあり方を示すものとも言える。

つまり、地域に根ざしながら在地的な近代化を進み、そこから新たな社会関係や発展の可能性を生

み出すものとして捉えていることが示唆される。 

 

A-6 茶産地の「衰退」を再考する――静岡県の茶栽培をめぐる多種関係の再編と価値生成 
張威（立教大学・院） 

日本の農山村、とりわけ中山間地域は、人口減少、高齢化、担い手不足、耕作放棄地の増加を背

景に、「限界集落」あるいは「消滅」の危機に直面する空間として論じられてきた（大野 2005；小田

切 2009）。一方、こうした語りは、人口、農家数、耕地面積、生産量などの減少を地域変容の中心

的な尺度とすることで、地域内部の差異や継続する生活実践を見えにくくすることも指摘されている

（山下 2012）。さらに、耕作放棄地を生産基盤の喪失としてのみ捉えれば、人間と非人間の関係性

が組み替えられ、別様の実践や価値が立ち上がる過程を見落としかねない。本報告は、茶産地の「衰

退」を、単なる喪失の過程としてではなく、その只中から新たな多種関係、茶業経済、生業継続の可
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能性が立ち上がる過程として捉え直すことを目的とする。 

本報告は、2022 年から 2025 年にかけて静岡県中西部で行った参与観察に基づき、次の二点

を検討する。第一に、茶園において、ウンカ、チャノキ、捕食者、人間からなる多種関係の再編を明ら

かにする。放棄茶園では、チャノキや雑草、低木が繁茂し、風を弱め、湿度を保つ微気候が形成され

る。そこで増殖したウンカ（Jacobiasca formosana）は風や機械に乗って隣接する管理茶園へ移

動し、新芽を吸汁する。これに対してチャノキは防御反応を起こし、芳香性成分を増加させるとともに、

クモやテントウムシなどの捕食者を呼び込む。このように、放棄茶園は、多種が絡まり合い、新たな多

種関係が立ち上がる場として捉えられる。 

第二に、こうした多種関係から生じる「ウンカ紅茶」の生成過程を検討する。ウンカの吸汁は茶葉を

縮れさせ、収量や煎茶としての均質性を損なう一方、チャノキの防御反応と発酵工程が結びつくこと

で、蜜や果実を思わせる香りを生み出す。農家は吸汁痕を「虫害」から「香りの生成」へと読み替え、

春は煎茶、ウンカが増える夏は紅茶へと製茶様式を切り替え、発酵条件を調整する。さらに、2013

年の静岡県茶品評会での最高金賞や「蜜香」「ウンカ紅茶」という命名、販売時の語りを通じて、茶葉

は希少な商品に翻訳されてきた。この価値は、ウンカが自動的に生み出すものでも、人間が一方的に

付与するものでもなく、ウンカの移動、チャノキの代謝、捕食者の回帰、農家の知覚と技術、市場評価

が接続することで成立する。 

このように、茶産地の「衰退」と呼ばれる現象の背後では、新たな多種関係が形成されていること

が明らかになる。そこから生じる「ウンカ紅茶」は、単なる新商品ではなく、新たな茶業経済を立ち上

げ、茶農家が生業を継続するための方途を開く実践でもある。 

 

参考文献： 

大野晃 2005 『山村環境社会学序説：現代山村の限界集落化と流域共同管理』 農山漁村文化

協会 

小田切徳美 2009 『農山村再生：「限界集落」問題を超えて』 岩波書店 

山下祐介 2012『限界集落の真実：過疎の村は消えるか？』 筑摩書房. 

 

【B 会場】 13：45－15：55                           座長 中丸京子(農研機構) 

B-4 オーストリア農業会議所による女性活躍支援－「セミナー農家」の実践事例より－ 
大友 由紀子（十文字学園女子大学）・堤美智（健康科学大学） 

Sebastian POLAK-ROTTMANN（ドイツ日本研究所）・中道仁美（京都女子大学） 

欧州アルプス山系に位置するオーストリアでは農業経営体の 92％が家族経営であり、女性農場

経営主が 36％を女性が占める（Statistik Austria, 2023）。環境保全型農業の推進国でもあり、

EU 共通農業政策（CAP）の直接支払い対象農場の 22.3%が有機農場で、EU 加盟 27 カ国で最

も比率が高い（Eurostat, 2020）。1995 年の EU 加盟の準備段階から農業環境対策（ÖPUL）に

よる補助金が有機農業の普及を後押ししており、有機農産物の輸出国にもなっている。そして女性

農場経営者の割合が高い地域では有機農場の割合も高いことが確認されている（BMLRT: 

Grüner Bericht 2021, 93）。本報告では、環境保全型農業を推進する女性農業者の経営参画を

可能にするサポートシステムとして、オーストリア農業会議所（Landwirtschaftskammer）による

「セミナー農家」（Seminarbäuerinnen）の養成制度について、有機農場の比率が 51%を占める
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ザルツブルグ州の実践事例から検討する。 

オーストリアの戦後経済発展は、農業会議所を含む 4 つの主要な経済利益団体と政府との連携

体制である「社会的パートナーシップ」を基盤としてきた。農林業の自営業者およびその家族は農業

会議所への加盟が義務付けられ、9 つの連邦州それぞれに州法に基づく農業会議所が設置されて

いる。その下部組織である女性農業者作業部会（ARGE Bäuerinnen）と農村継続教育研究所

（LFi）の協働によって、1993 年に「セミナー農家」認定制度がつくられ、これまでに全国で 1,134 名

が修了し、2021 年以降は男性農家も活動に加わっている。 

資格講座は全国統一のカリキュラムに基づき 154単位（約 130時間）で運営され、修了者は①学

校での講義・ワークショップ、②成人向け料理・製菓ワークショップ、③見本市などでの情報提供とい

う 3 つの場で活動する。幼稚園児から若年成人（4 歳～21 歳）を対象とした学校での教育は、子ど

もたちからも高く評価されている。活動資金や報酬は CAP の助成によるほか、オーストリア市場庁

（AMA）との協働により消費者への啓蒙活動の信頼性が高められ、資格取得を通じて女性農業者の

自己意識やリーダーシップは向上し、地域消費者との対話促進や農産物の価値理解にも寄与してい

る。 

「セミナー農家」認定制度の発端は 1991 年に遡る。農業会議所女性作業部会の集落代表

（Ortsbäuerinnen）の活動として、学校で子どもたちに地域農業の授業をしたり料理を指導したり

するボランティアがあった。集落代表には他にも公的な無償奉仕が多く、過度な負担が課題となった。

これに対して AMA から専門教育修了者への報酬支払いが提案された。ザルツブルグ州では酪農

が基幹産業であり、学校では酪農に関する授業や乳製品のワークショップに限定されていたが、

2015 年以降「セミナー農家」の連邦レベルでの統一規則が制定されたことで、2020 年から 2023

年にかけて 44 名の「セミナー農家」が誕生した。「セミナー農家」は女性農業者の集落代表であるこ

とも少なくなく、女性農業者の職業資格によるプロフェショナル化を進めている。 

本報告は、JSPS 科研費 JP24K05288 の助成を受けて 2025 年 3 月に実施したオーストリア

農業会議所の女性農業者作業部会事務局長および農村継続教育研究所担当者へのヒアリングなら

びに資料調査と、2026 年 3 月に実施したザルツブルグ農業会議所女性農業者作業部会事務局と

ザルツブルグ・セミナー農家組合へのヒアリングならびにザルツブルグ州における 3 名のセミナー農

家女性への訪問インタビュー調査に基づく。 

 

B-5 高齢農民工はなぜ「退職」しないのか―中国内陸部の県城建設現場で就労を続ける帰郷農民

工の事例から― 
余楽（お茶の水女子大学・院） 

本報告は、都市部において長年の出稼ぎを経て内陸部の県城(農村地域の中で最も発展してきた

地方小都市、農村-都市の中間地帯(田原 2011))の建設現場で就労を続ける高齢農民工(本報告

では 55 歳以上の出稼ぎ労働者を指す)に着目し、かれらが就労を継続する原因と、そこに潜在する

問題を明らかにするものである。 

近年、建設業における「清退令（撤退の行政命令）」により、高齢農民工は都市部の正規建設現場

から制度的に排除される傾向が強まっている。しかし報告者が湖北省茶県(仮名)で実施した長期的

な参与観察・聞き取り調査から明らかになったのは、都市部の労働市場を退出した高齢農民工の多

くが、そのまま帰農して老後生活を送るのではなく、県城の建設現場で就労を継続している実態で
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ある。県城の建設現場は都市部に比べ資格審査や年齢管理が緩やかで、知人を介した人的ネットワ

ークによる非正規的な雇用慣行が残存しており、都市労働市場から排除された高齢労働力の新たな

受け皿となっている。とりわけ、新型都市化政策の推進のもとで県域経済が発展し、従来の農村-都

市間の分断構造が緩和されつつあることで、農民工にとっては居住地に近い都市で再就労の機会を

得られる場(=近隣的都市化)が政策的に創出されている。 

王 (2025)は、農民工が家庭再生産コストの負担を背景に、体力的衰えを自覚しながらも就労を

継続する選択をすることを指摘した。本報告はこの知見を踏まえつつ、農村-都市関係の変容の中で

世帯を再生産していくための戦略（「世帯保持戦略」）として捉え直す。ここでいう「世帯保持戦略」と

は、世帯成員が生計を維持するために、世帯内および地域社会内の資源を組み合わせて活用する

過程を指す（大橋・堀編 2026）。 

具体的には、県城で建築業の日雇い労働に従事する高齢農民工の事例を分析する。第一に、「退

職」後の年金保障制度が未整備であるため、農民工自身に「退職」という認識がそもそも存在しない

ことである。働けるうちに働かなければ老後生活の危機に直面するという現実の中で、高齢農民工

は「退職しない」のではなく、そもそも「退職」という選択肢自体が成立しない「退而不休」（引退しても

休めない）の状態にある。第二に、就労継続の動機が自分自身のためというより世帯の再生産コスト

(息子の結婚・住宅取得、孫の養育費負担等)を担うためである点である。これにより、体力の限界を

超えて労働力を提供し続ける「自己搾取的就労」(=経済的必要性家族や世帯への義務感によって

自分自身を限界まで酷使してしまう働き方)が生じている。 

以上より、農民工の帰郷と県城での再就労は、新型都市化による農村-都市関係の変容というマ

クロ要因、世帯の再生産というメゾ要因、個人の老後保障の欠如というミクロ要因が重なり合う中で

の戦略的選択として捉えられる。これを通じて、高齢農民工の老後生活における構造的危機と、農民

工世帯における家庭再生産負担の過重化という二重の問題を提起する。 

 

B-6 ホタテ貝養殖業の展開にみる半農半漁の現代的意義－青森県蓬田村を事例に 
渡部鮎美（青森公立大学） 

農業と漁業を兼業して生計を立てる半農半漁は日本の沿岸部において、古くから広く見られる生

業の組み合わせである。先行研究では現在まで続く半農半漁という生業の組み合わせは地域の人

びとが地理的条件に応じた適応の結果であり、片方を専業としないことによって、不作や不漁のリス

クを回避する機能が発揮されてきたと論じてきた。さらに、社会階層の違いや収入の多角化等の地

域と個人の生業戦略によって、同じ地域でも兼業形態が多様になることが明らかにされてきた。 

 本報告で事例とする青森県蓬田村は陸奥湾に面し、山がちな津軽半島の中でも平地の多い地

域で、半島の他の自治体に比べ、田畑の面積も広い。蓬田村で 1960 年代に始まったホタテ貝養殖

は今では県内で３位の生産量となっている。戦後の蓬田村では稲作が盛んで、定置網漁の網元の漁

業者も５町歩の水田を持ち、半農半漁の生活をしてきた。現在でも販売農家として稲作を行う漁業

者もあり、沿岸部では半農半漁の暮らしが続いている。本報告では蓬田村でホタテ貝養殖業が開始

される前後から現在までの地域の人びとの生業活動を分析し、戦後から現在までの蓬田村において

半農半漁によってどのように生計が立てられ、そうした半農半漁の村という地域の特性が漁業を続

けていく上でいかなる役割を果たしていたのかを検討する。 

 本報告に関する調査は 2024 年 5 月〜2026 年 8 月までに断続的に実施した。調査ではホタ
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テ貝養殖業を営む漁業者の協力の下、ホタテ貝養殖業の作業の参与観察と農業・漁業の双方の変

遷に関する聞き取り調査、統計資料等の資料調査を行なった。その結果、沿岸漁業からホタテ貝養

殖業への移行期には稲作の収入や水田の売却費用が養殖設備の拡充に用いられたことが明らかに

なった。また、稲作農家の農閑期がホタテ貝の出荷や稚貝の分散作業の時期に当たるため、農家か

らの労働力の融通ができていたことも分かった。 

 陸奥湾のホタテ貝養殖業は近年、気候変動による高水温化による貝のへい死や出荷の際に出る

残渣の環境に適合した処理などの課題を抱えている。しかし、このような現代の環境問題についても

蓬田村では半農半漁の村という地域の特性が解決への道を進めた。そうした蓬田村の半農半漁の

村の利点を活かしたホタテ貝養殖業の展開は先行研究で示した半農半漁による生業戦略論やリス

ク分散論に加え、半農半漁という生業の組み合わせの新たな意義を示す。そこで本報告では、半農

半漁の村という特徴が現代に至るまでのホタテ貝養殖業の継続にどのように作用し、現代において

いかなる意義をもっているのかを論じる。 

 

Ⅳ．大会テーマセッション趣旨・要旨 

村落研究におけるモノグラフの可能性 

コーディネーター：佐久間政広（東北学院大学） 

【趣旨文】 

2011 年『村落社会研究ジャーナル』17 巻 2 号に細谷昂会員による「『村研アーカイヴス―「調査と

方法」―』の企画提案」という文章が掲載された。そこには「村研の長い調査経験を踏まえた社会調

査法を皆さんで語りあって、日本農村社会学の共同財産として後に伝えてほしい」と記されていた。

ジャーナル編集委員会はただちに検討をおこない、『ジャーナル』誌上で「村研アーカイヴス－調査と

方法」という企画を開始した。こうした企画がなされた背景には、村研の学会としての研究課題は何

か、いかなる手法により研究課題に取り組むのか等について、会員の間に合意をみいだすことが困

難という認識が存していたと考えられる。 

この認識が生じた原因の一つには、なによりも村研の研究対象である日本の村落それ自体が大き

く変わったことがある。人力と畜力、多少の機械使用によって稲作作業がおこなわれていた時期の村

落では、家々は自らの生産と生活を維持するために、否応なしに他の家々と関係を取り結び、種々の

共同の営みをおこなっていた。それゆえこの時代、多くの村落研究では、生産を手がかりにして村落

における共同のあり方、家々の生活に迫る手法が採用されていた。しかし、こうした村落の姿はすで

に過去のものとなった。ならば今日の村落において、家々の間に、住民の間に共同性はみられないと

考えてよいか。それも誤りであろう。現在の村落においても住民は、生産を含めた広義の生活を守る

ために村落の枠組みに依拠して相互にかかわりあい、少しでも生活をよくするためにさまざまな創意

工夫を展開している。この「相互のかかわりあい」「創意工夫」を描き出し、それが「なぜ、いかにして

可能なのか」を解き明かすことは、村落研究の重要な責務の一つにほかならない。 

村落研究者はこの責務をはたすために、現実の村落生活に分け入り、その有り様を解きほぐし、研

究の対象とする共同の営みが「なぜ、いかにして可能なのか」の解明に取り組む。村落研究者がそれ

に真摯に取り組むとき、当該の研究対象を村落生活のさまざまな領域の諸事象から切り離してとら

えてはならないことに気がつく。対象とする共同営為が、村落生活の多様な領域の諸要因の関連の

なかで生じているからである。研究対象事象を、それぞれに異なる具体的、個別的な村落生活全体
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の中に位置づけ、必要ならば村落外の事象とかかわらせて把握する研究が求められている。そうし

た研究が「なぜ、いかにして可能か」の究明という認識の深さに至るためには、現実的には、一つの事

例ないしごく少数の事例での研究であるほかはない。村落研究がモノグラフ手法を採る所以である。 

本テーマセッションでは、村落の生活組織を焦点とする事例研究報告、村落研究の蓄積を活用し

て切り開かれた地方都市祭礼研究の報告、生活史研究としての村落研究の報告、地理学の視点か

ら深められた村落研究の報告がおこなわれる。これらの報告はいずれもモノグラフであり、今日の村

落住民がみずからの生活を維持する創意工夫を解き明かすことにかかわる。本テーマセッションを

通して、村落研究におけるモノグラフ手法（事例研究）がいかなる研究の営みであるかを確認し、そ

の可能性を検討したい。 

 

【報告要旨】 

第１報告：ムラの経験に迫るということ―鳥取県八頭町日田の農地保全を通してモノグラフを考

える 

村田周祐（鳥取大学） 

竹内利美は、ムラをイエ連合とみなすイエ・ムラ論の方法論的視点を、より発展させようとした。す

なわち、ムラを、村人が状況に応じて使い分ける生活組織の束＝「セルフコントロール・システム」とし

て捉え直し、その使い分けに村人の英知をみたのである。では、今日のムラにおいて、その英知はど

のように現れているのであろうか。本発表では、鳥取県八頭町日田集落における農地保全のしくみ

が約 20 年間でいかに再編されてきたかを、竹内のこの視点を基調に時系列で描き直すことで、モノ

グラフの可能性について考えたい。理論的な枠組みについては別稿（村研年報第五八集）の続編と

位置づけつつ、本報告では事例そのものの記述に徹したい。 

鳥取県八頭町日田（人口 212 人・世帯数 83 軒、2025 年 3 月末・報告者による全戸調査）は、

25 年間で人口が 4 割以上減少するという過酷な人口減少に加え、通勤・通学圏が鳥取市に限られ

る地理的孤立という二重の条件のもとに置かれている。そのため「誰がやるのか」という問い自体が

成り立たず、「いま、いる人・できる人」に頼るしか選択肢がない生活条件が続いてきた。こうした条件

のもと、日田の人々はその時々の生活課題に対応しながら、サイコーヒダ（有償ボランティア）・日田

を良くする会・鳥獣被害対策委員会・日田農業生産組合という個人単位の新たな生活組織を次々に

生み出し、ムラを再編し続けてきた。その結果、日田生産組合は日田の農地面積 36 ヘクタールのう

ち約 95%（2025 年）を管理するに至っている。さらに中山間地域等直接支払交付金と賃借料を相

殺させ、誰も損をしない農地保全のしくみを創り上げてきた。この農地保全をめぐる約 20 年の日田

の経験を、生活組織の束という視点から時系列として追う。 

この歩みを生活組織ごとの役割分担、すなわち機能補完論として説明するだけでは、日田の経験

の核心に迫ることは難しい。むしろ問うべきは、農地解放後に均等分割された農地の総有化という、

私的所有権への部分的な譲歩が、なぜ可能だったのかという点である。荒れた田は家の面子を潰し、

特定の支援は上下関係を固定させてしまうと、日田の人々は言う。こうしたムラの優しさと冷徹さの

両義性のもとで、日田は人足や金銭の均一負担という「枠組み」を守る平等主義から、ぐるみででき

る人ができることをするという「個を活かす」平等主義へと転換してきた。ここで大切なのは、それが

家単位の生活組織の解体を意味するのではなく、その役割を薄くしながら個人単位の生活組織の役

割を濃くしていく、「家単位も個人単位も」という二重の論理として現れている点である。 
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日田の創造性は、自発的なものではなく、担い手不足という社会構造の変化に強いられた面が大

きい。家単位から個人単位へ、平等負担からできる人ができるときにへ、縦割りからぐるみ（ムラ全体）

へ。こうした今日的な条件に対応してムラが再編していく内実を、日田の経験に迫る記述から明らか

にしたい。 

 

第２報告：町内と地方都市ネットワークの再編が支える都市祭礼の継承―都市祭礼のモノグラフ

から村落研究へ 

武田俊輔（法政大学） 

本報告では、拙著（武田 2019）で論じた滋賀県長浜市の長浜曳山祭を手がかりに、都市祭礼を

対象とするモノグラフが村落社会研究の蓄積とどのように接続し、またそれに何を問い返しうるのか

を検討する。 

村落社会研究におけるモノグラフはイエ・ムラ、そして土地、水、祭礼、相互扶助、共同資源の管理

などを通じて、地域社会の構造を描いてきた。近年の『村落社会研究ジャーナル』では、村落研究が

積み重ねてきたそうした質的調査やモノグラフの蓄積を、学会の「共同財産」としてどのように継承す

るかが課題とされている。本報告はそれをふまえつつ、報告者自身の長浜曳山祭のモノグラフを、村

落研究との対話のなかにおいて改めて位置づける。 

長浜曳山祭は、農村ではなく近世以来の町内を基盤とする地方都市の祭礼である。しかし、そこに

は家を単位とする組織、祭礼をめぐる諸資源の共同管理、そこでの負担と名誉の相互給付関係とい

う村落研究が扱ってきた問題系とも響き合う論点が含まれている。また報告者による分析もそこで

培われてきた研究の蓄積を参照している。町内内部では町内の各家の歴史的な背景や威信を背景

としつつ、曳山の維持や子ども歌舞伎・シャギリの継承、役職の分担、費用や労力の負担と、それに

応じた名誉の配分が世代を超えて行われる。 

ただし町内はそこに居住する家々の連合という形式を保持しているが、その担い手は必ずしも現

在の町内居住者に限定されなくなっている。住居を他に移した者、町内に実家や親族関係をもつ者、

町内の店舗・事業所に関わる者、友人関係を通じて参加する者、また職業上の関係や青年会議所を

通じたつながりをもつ者など、居住を基礎とする地縁からずれた人びとも含み込むものとなっている。

そうした関係の中で、町内という歴史的・空間的枠組みが支えられ、祭礼は維持されている。 

さらに、長浜曳山祭における資源と用益の配分は、町内内部の関係だけで完結することはできな

い。町内は、祭礼を観光やまちづくりの資源、文化財、学校の郷土教育の資源、自治体のシンボルと

いった公共的用益へと開くことと引き換えに、祭礼の維持に必要な資源を獲得している。少なくとも

戦後以降、資源と用益をめぐるこれらの両輪をうまく管理するしくみ（コモンズ）のありようなくしては、

町内の相互給付関係としての祭礼はあり得ない。 

拙著では町内を基盤とする内部的な相互給付関係と、その外側に広がるネットワークとを通して伝

統消費型都市のありようを描いた。本報告では、そこで重要な意味を持つことになった村落研究の

研究蓄積の意義を改めて位置づける。その上で他出者や移住者の関与、外部から関わるアクターの

関わり、生活共同の衰退や再編成といった現代における村落の状況との異同を考えながら、町内と

それを駆動する都市祭礼の状況について検討する。その作業をふまえて、都市祭礼のモノグラフを

村落研究の議論に接続し直す可能性を参加者と共に考えていきたい。 
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武田俊輔,2019,『コモンズとしての都市祭礼』新曜社． 

 

第３報告：「人を残す」生活実践―家・村落の変容を生きる A 氏の生活史から 

平井勇介（岩手県立大学） 

本報告は、岩手県西和賀町 B 集落に暮らす A 氏の生活史を手がかりに、家による土地・生活技

術・記憶の継承と、集落内外に広がる労働・生活の結びつきが変容するなかで、A氏が何を受け継ぎ、

それをどのような形で残そうとしてきたのかを検討する。A氏は営林署退職後、山菜栽培の体系化と

普及に取り組んできた。95 歳の現在も、這うようにして山菜畑の草を取り、B 集落で守り手を失った

家々の墓石を自宅裏に受け入れて清掃している。 

 中野卓は、有賀喜左衛門が示した、個人と全体社会とが直接に相互媒介することを人間の存在形

態と捉える見方に立ち、具体的な個人に集積した社会関係やその変動を生活史として描くことを通し

て、全体社会へ接近するモノグラフを構想した。本報告ではこの問題提起を踏まえ、A 氏の語りと、

家・集落・地域社会との関わりを示す資料とを重ね合わせ、その生活史を描く。そこから、A氏が受け

継いだものを選び直し、周囲へ働き返してきた過程を捉えたい。 

報告では、A 氏および家族・近隣住民への聞き取りと、家系・土地・共同労働、鉱山・ダム・道路建

設、墓地・神社に関する資料の一部を用いる。B 集落と周辺地域では、少なくとも江戸期の採鉱を示

す資料が残っており、第2次世界大戦前から戦後にかけての鉱山拡大は急激な人口流入をもたらし

た。A 氏の家も鉱山経営に携わり、戦後には鉱山開発に伴う移転を経験している。多くの住民が鉱

山労働に従事するなかで、A 氏は鉱山労働者とならなかった数少ない者の一人であった。1950 年

代から 1964 年にかけてのダム建設により、下流集落が水没・移転し、複数の集落にまたがっていた

生活圏が再編された。これと前後して、1960～70年代には鉱山の閉山と人口流出が進んだ。1990

年代には高速道路が開通し、地域外との往来が容易になる一方、家々の減少と高齢化が進み、土地

の利用、生活技術の継承、墓の維持を家や集落のなかで続けることは困難になった。B 集落は現在

2 世帯となっている。 

A 氏は、家から土地・山林、親族関係、死者の記憶を受け継ぎ、45 歳で古文書と系譜を整理して

家史を編纂した。60 歳で退職するとゼンマイの栽培化に着手し、町への提案を経てゼンマイ研究会

が組織された。70歳頃、町からの提案を受けてワラビ栽培を本格化し、研究会を主導した。その後も

行政や第三セクター、研究会の仲間と技術改良を続け、約 18 種類を栽培し、うち約 12 種類を市場

出荷するまでになった。A氏は、山野で採取されてきた山菜を栽培対象へと組み替え、その技術や苗

を仲間と共有し、他者が利用しうるものにしてきたのである。 

A 氏の実践は、受け継いだ土地・生活技術・記憶を、現在の条件のもとで他者へ渡しうる形に組み

替える営みとして捉えられる。本報告では、「人を残す」を、人口の維持に限定せず、土地を利用して

暮らす条件と、人びとが暮らした痕跡を将来へ残す志向として仮説的に捉える。山菜栽培の体系化

と晩年まで続く畑や墓石への手入れを一連の生活史のなかに位置づけ、A 氏が何を受け継ぎ、それ

をいかなる形で残そうとしてきたのかを考察する。 

 

第４報告：地理学の思想と村落研究のモノグラフ 

今里悟之（名古屋大学） 

 今年度の大会テーマにおける「モノグラフ研究の可能性」という問題提起は、主に日本の農村社会
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学における文脈を踏まえたものと思われる。この一連の文脈を地理学側から考えた場合、国内外の

地理学において展開されてきた方法論上の議論、あるいは地理学的な思想との少なからぬ共通点を

見出すことができる。本報告では、それらの「地理学の思想」の展開を改めて辿り、報告者自身の研

究成果を「モノグラフ」として捉え直すことを通じて、現在の地理学が、村落研究に対して学際的にど

のように貢献できるのかについて考えてみたい。 

 日本の農村社会学などで展開されてきたモノグラフ論を俯瞰すると、「対象地域内における諸要素

の因果関連の追求」、あるいは「比較による同一もしくは類似の条件の推測」といった視点が、19 世

紀のヨーロッパで形成された、近代地理学の思想とも響き合う面があるように思われる。地理学の一

分野である地誌学では、地域研究の総合的結論としての「地誌」に至る中間的な総括、もしくは小地

域の地誌それ自体がモノグラフであるとみなされ、日本の村落のようなミクロな対象については、「微

細地誌」という考え方も提案されてきた。 

近代地理学の成立に大きな役割を果たしたドイツやフランスでは、「場所（地域）ごとの多様性と並

起する諸事象間の空間的な結びつき」、あるいは「ある一つの場所で同時に存在する自然界の様々

な現象間にみられる因果的関係」などが、地理学が追究すべき対象とされた。さらにその際、地域の

景観を生成する諸現象の繋がりや関係のあり方は、地域ごとに様々に異なるとみなされ、景観の構

成などを分析して地表を類型化し、地球の地表面全体を過不足なく区分して理解する「地域区分」と

いう考え方が受け継がれてきた。 

このような古典的な地理学あるいは地誌学における、「諸要素の因果的関係」という考え方に対し

ては、地域を構成する諸要素を個別に分析して単に寄せ集めるのみで、地域区分においても項目羅

列的な記述に終始しているといった批判がなされ、事例研究の一般化についても様々な模索がなさ

れてきた。このような批判に対しては、「諸要素間の相互関係によって組織化された統一体」として対

象を捉えようとするシステム論、あるいは「地域における全体と部分との関係、さらに部分相互の関

係が構造である」とみなす地域構造論などが導入されてきた。日本の農村地理学では、事例とされた

小地域全体の地誌的理解と地域構造図を結論として示す研究が、この種の議論では現状の到達点

と思われる。 

地理学では、人文社会的要素に加えて自然的要素も重視し、地域外の多様な要素からの影響も

図化して考える点が、他分野の類似の議論と比較した場合、特徴の一つと言い得る。本報告の後半

では、長崎県の平戸島を対象とした報告者自身の地誌的研究が、どのように「モノグラフ」として解釈

し得るのかを考えてみたい。 

 

Ⅴ．日韓合同ワークショップについて 

今年は、村研大会の前日に、韓国農村社会学会とのワークショップを下記の通り開催いたします。

まだ微調整はありますが、テーマ・会場・開催日時は概ね下記のとおりとなりますので、ここにお知ら

せします。 

 

日本村落研究学会 日韓合同ワークショップ（案） 

場所： 東京農業大学国際センター 榎本ホール 

日時： 2026 年 12 月 4 日 14:00〜17:15 

テーマ： 「気候・人口危機の時代の韓日農業・農村の対応」 
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日本村落研究学会と韓国農村社会学会は、これまでもアジア農村社会学会（ARSA）などにおい

て研究交流を図ってきた。日本と韓国は、食料自給率が低く、少子高齢化がすすむなどの共通の社

会課題を抱えており、農村をめぐっても地域振興や変化への社会的強靱性などについて課題を共有

している。もちろん、相互の固有性も強く、またそれぞれの国内に多様性もあるが、村落研究に関わ

る日韓の研究交流は、お互いの相違を意識しながら相互に理解を深め、同時にそれぞれの研究のあ

り方をとらえ直す重要な契機を提供するといえる。 

日韓の研究交流を進める第一歩として、今回は農村の存続意義をテーマとするワークショップを

企画した。これからの交流の可能性を展望する場に、多くの参加と活発な議論を期待したい。 

※タイムスケジュール案の詳細は、Ⅱ．大会プログラムをご覧ください。 

（研究委員会・国際交流委員会） 

 

Ⅵ．理事会報告  

【2026 年度第 4 回理事会】 

日時： 2026 年 8 月 31 日（月）14:00～18:00 

場所： オンライン 

出席： 足立重和、市田知子、岩橋涼、川田美紀、坂梨健太、坂本清彦、佐久間政広、澤野久美、靏理

恵子、林琢也、原山浩介、平井勇介、福田恵、本田恭子、牧野修也、矢野晋吾、山内太、山下

亜紀子、渡邉悟史 

欠席： なし 

 

1．会員異動（事務局） 

（1）入会：６名（XI．新入会員の紹介参照）（敬称略、入会申請提出順） 

氏名 会員種別 勤務先・在学先名 紹介者 

雁部那由多 大学院生会員 東北大学 佐久間政広 

徐雯雯 大学院生会員 熊本大学 牧野厚史 

大和田奈津 大学院生会員 千葉大学大学院 高橋健太郎 

劉超月 大学院生会員 神戸大学 閻美芳 

染井直人 大学院生会員 大正大学 事務局 

髙木理佐 大学院生会員 金沢大学 事務局 

 

（2）退会：４名（敬称略、退会届提出順） 

湯川郁子、竹内隆夫、葛蓉、佐藤千寿 

 

（3）ご逝去された会員 

堤マサエ先生、高橋明善先生（Ⅹ．追悼 堤マサエ先生・高橋明善先生 参照） 

（坂本清彦） 
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2．各種委員会等報告 

（1）研究委員会 

1）第３回研究員会を 8 月 5 日の午前中にオンラインで開催した。 

2）今年度大会テーマセッション「村落研究におけるモノグラフの可能性」については、佐久間政広会

員を中心に、9 月 27 日に東北地区研究会としてプレ研究会を実施するなど、準備を進めている。 

3）今年度大会において初めての試みとなる日韓合同ワークショップについては、準備会を行った。開

催へ向け、国際交流委員会、研究委員会で連携して準備を進めている。 

4）2027年度(第75回)大会テーマセッションは、 芦田裕介会員をコーディネーターとして「『インフ

ラ』から考える農村社会と村落研究の再編」（仮題）をテーマに準備を進めている。 

（山下亜紀子） 

 

（2）年報編集委員会  

年報第 62 集の編集状況について報告があり、書名、予定価格、初刷部数、発売予定時期等が報

告された。また、テーマセッション原稿の査読過程において研究倫理に関する指摘がなされたこと、お

よび執筆者から年報査読プロセスに関する意見書の提出が予定されていることもあわせて報告され

た。年報第 62 集は、当初予定していた 10 月末刊行にはいたらず、11 月中旬頃の発売が見込まれ

ている。編集過程では研究倫理に関わる事案等も生じたことから、今後の大会報告および年報の執

筆・編集にあたっては、コーディネーター（編者）および執筆者に対し、あらためて研究倫理への十分

な配慮をお願いしたい。 

あわせて、年報の執筆要領における電子書籍の引用方法を明確化する改訂案が示され、次回総

会に提案する予定であることが報告された。 

このほか、年報における研究動向掲載のあり方および年報刊行をめぐる諸課題についても検討状

況等を報告した。詳細については、本号の「Ⅸ．年報の研究動向と年報刊行をめぐる検討状況」を参

照されたい。 

（澤野久美） 

 

（3）村研ジャーナル編集委員会 

1）第 64 号の刊行について 

論文 1 本、特別寄稿 1 本、『年報 村落社会研究』第 60 集合評 3 本、研究会報告「村落研究とフ

ードスタディーズのクロスロード」1 本、書評 5 本、学会賞関係記事を掲載し、全 83 頁で 2026 年

5 月 27 日に刊行・公開した。 

2）第 65 号（2026 年 10 月末刊行・公開予定）について 

論文 2 本、研究会報告「ある土地への『通い』を考える」1 本、書評 6 本を掲載予定であり、現在、

全 57 頁の校正を進めている。 

3）第 66 号以降の原稿の状況について 

第 66 号への掲載が決定している論文が 1 本、査読中の論文が 3 本ある。また、第 66 号以降へ

の掲載に向けて「特別寄稿」を依頼しているほか、第 66 号掲載予定の『年報 村落社会研究』第 61

集合評 3 本、第 67 号掲載予定の「調査実習」に関する論考を依頼している。 

4）査読体制の再構築について 
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2025 年 11 月に策定された「査読過程のガイドライン」に基づき、村研ジャーナル編集委員会内に

ワーキンググループを設け、査読体制の見直しに向けた原々案を作成した。その後、原々案をもとに

編集委員会で検討を重ね、査読体制の見直し案および査読規程案を作成し、理事会に提示した。現

在、理事会において検討が進められている。 

（平井勇介） 

 

（4）国際交流委員会 

報告なし 

 

（5）学会研究奨励賞選考委員会 

 2026 年度「日本村落研究学会研究奨励賞」には、書籍の部のみに１件の推薦がありました。8 月

25 日に行った選考委員会の審議結果を 8 月 31 日の理事会に提案し、承認されました。                           

（市田知子） 

 

3．その他委員会報告等 

（1）事務局からの協議・報告 

1）名簿作成の必要性について 

事務局から、2027 年度作成予定の名簿に関連して、他学会の名簿作成の動向を把握し電子版

の場合のセキュリティ対策も検討して、2027 年度以降の名簿作成の方針を次の理事会で検討した

い旨提案があり、反対はなかった。 

2）「事務局広報」の会則への記載について 

事務局から、現「事務局Web担当」を業務内容をふまえて「事務局広報」という名称で新たに会則

に記載することを次回の総会で諮る旨提案され、了承された。 

3）「院生会員」の名称と会則細則の変更について 

今般入会を申請した大学の学部生から会員種別について問合せがあり、事務局から今後も同様

のケースが想定されることから会員細則の「大学院生会員」の名称変更が提案されたが、現状の頻

度であれば会則を変更せずに理事会でその都度対応していけばよいとの結論になった。 

4）事務局長保管の過去の資料整理について 

事務局長が保管している過去の研究通信、村研ジャーナル、年報等の資料整理の状況が報告さ

れた。古い年報等の扱いについては今後検討したい。研究通信は不足分を揃えたうえですべてスキ

ャンして PDF 化し村研ホームページで公開していく。 

（坂本清彦） 

 

（2) 「むら研究会」基金管理委員会 

1）2026 年 7 月 31 日締切の「むら研究会」基金若手研究活動補助申請について 

申請件数は 0 件であった。 

2）次回の「むら研究会」基金若手研究活動補助申請について 

締切は 2026 年 9 月 30 日とする。 

※2026 年 10 月 1 日〜12 月 31 日の活動実施に対する補助申請は、2026 年 12 月 31 日を
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締切として募集をおこなう。 

 （岩橋涼・靏理恵子） 

 

Ⅶ. 地区研究会開催案内・報告 

1．北海道地区研究会 

日時： 2026 年 10 月 10 日（土）14：00～17：00（終了後は、懇親会を予定） 

場所： 北海道大学 農学部 3 階 S302 室（札幌市北区北 9 条西 9 丁目） 

 JR 札幌駅より徒歩 13 分、札幌市営地下鉄「さっぽろ駅」より徒歩 15 分、 

 「北 12 条駅」より徒歩 11 分。https://www.agr.hokudai.ac.jp/i/access 

第１報告： 「大規模借地経営の展開と課題――北陸地域を対象に」 

 細山隆夫（農研機構北海道農業研究センター） 

第２報告： 「郡上市和良町にみる移住者の地域意識――移住者間および地元住民との交流を手が

かりに」 

 林 琢也（名古屋市立大学） 

※当日は，対面とオンラインのハイブリッド形式で開催します。 

参加形式（対面・オンライン）に限らず、参加を希望される方は下記のフォームに、10 月 3 日（土）

23：59 までにお申し込み下さい。 

https://forms.gle/Acy9spVXviSec6Qx8 

オンライン参加の方には、後日、Zoom の URL をメールでお知らせいたします。 

*連絡先： 林 琢也（名古屋市立大学 大学院 経済学研究科） 

 takhys[at]econ.nagoya-cu.ac.jp 

 

2．関東地区研究会 

日時： 2026 年 11 月 23 日（月・祝）14：00～17：00 

開催方法： Zoom によるオンライン開催 

第１報告： 「地方移住研究における『善』の想定と根拠づけ―学術論文 190 件の計量的整理と考

察」 

 高橋健太郎（一橋大学大学院社会学研究科 博士後期課程）  

第２報告： 「鹿児島県沖永良部島におけるサトウキビ生産を取り巻くネットワークと『交際』」 

 真柄侑（人間文化研究機構 国立歴史民俗博物館 研究部民俗研究系 特任助教） 

*問い合わせ先： 

 藤崎綾香（日本協同組合連携機構）0515zackey(at)gmail.com 

 佐藤真弓（農林水産政策研究所）mayumi_sato930(at)maff.go.jp 

        姫野宏輔（学習院大学）kousukehimeno(at)yahoo.co.jp 

※参加を希望される方は、下記 Google フォームに 11 月 21 日（土）23：59 までに申し込みをお願

い致します。 

参加申し込みをされた方に 11 月 22 日（日）中に zoom リンクをお送りします。 

https://forms.gle/u47BZr9iD8pxaL1QA 

 

https://forms.gle/Acy9spVXviSec6Qx8
https://forms.gle/u47BZr9iD8pxaL1QA
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３．関西・東海地区研究会（報告） 

日時：    2026 年 9 月 16 日（水）13：00～16：30 

場所：    大阪産業大学梅田サテライトキャンパス レクチャールーム A 

テーマ：   「季節労働と村落――“部分”を寄せ集めた生活の可能性」 

第１報告：  「〈持ち場〉を持ち寄り共に暮らす――酒屋出稼ぎ送出地・丹波篠山の過去と現在」 

        片平深雪(立命館大学) 

第２報告：  「季節バイターはいかに「移動」するか ――受け入れ地・愛媛県 JA にしうわの取り組み

と移動生活の交点から」 

 鍋倉咲希(和歌山大学) 

 

出席者（五十音順、敬称略） 

足立重和、岩島史、片平深雪、川田美紀、張曼青、靏理恵子、中道仁美、夏山昊、鍋倉咲希、 

野中康生、牧野修也、安岡健一、山下亜紀子 

 

第 1 報告は、報告者の博士論文をもとに、丹波篠山において江戸期より続いてきた「冬は酒造出

稼ぎ、春に帰村して農業」という生業の組み合わせと、その変容について報告したものである。灘酒

造業の成立から、昭和以降の日本酒づくりの近代化、戦後の機械化に伴う季節出稼ぎの衰退までの

歴史が整理され、村落社会が大きく変化するなかで、地域成員がそれぞれの活動領域である「持ち

場」を柔軟に受け渡しながら、暮らしを成立させてきたことが示された。また、「持ち場」の自律性や男

性の「持ち場」の不可侵性、女性に対する「持ち場」の拡大への期待などが論じられた。会場からは、

「持ち場」の規則性や「発言権」「プライオリティ」との関係、ジェンダーや家族内の権力関係、地域差、

時間軸のなかでの変容などについて意見が交わされた。 

第2報告は、農業や漁業、観光業などに従事しながら国内外を移動する「季節バイター」に着目し、

愛媛県八幡浜市真穴地区における受け入れの仕組みと移動生活について報告したものである。温

州ミカン産地である真穴地区では、住居・食事・移動手段の確保から人材のマッチングまで、多様な

調整が行われている。一方、季節バイターの移動生活は必ずしも「自由」ではなく、ネットワークや税

金・福祉等の制度、親密な関係を通じて、定住生活と結びついていることが示された。会場からは、

周遊型の移動をライフコースのなかでどう捉えるか、パートナー形成や結婚・子育てとの関係、受け

入れを支える女性のケア負担などについて質問や意見が寄せられた。  

総合討議では、過去の出稼ぎと現在の季節バイターの連続性と変化が議論されるとともに、一つ

の土地に長期的に関わることを「責任」とみなす見方に対し、移動しながら各地で一時的・部分的に

関わる関係性をどのように評価するのかという論点が提示された。 

(張曼青) 

 

Ⅷ．村研ジャーナル編集委員会主催研究会報告 

「ある土地への『通い』を考える―離村、避難・移転の経験から―」 

日時：2026 年 5 月 30 日（土）14:00～17:00 

会場：東北学院大学五橋キャンパス 講義棟 4 階 402 教室 

報告： 
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(1)「『むら無き土地』における離村者の働きかけが意味するもの」岡田航（尚絅学院大学・会員） 

(2)「原発事故被災者による『通い』の意味とその行方——長期化した避難のなかで土地との関係変

容を問う」横山智樹（宇都宮大学・会員） 

(3)「福島第一原発事故と『通い』による伝統産業の復興と葛藤――福島県浪江町大堀相馬焼の事

例から」望月美希（静岡大学・会員） 

司会：佐久間政広（東北学院大学・会員） 

コメンテーター：福田恵（広島大学・会員） 

 

本研究会は、人口減少や集落再編、大規模災害による避難・移転などによって、定住者がいなくな

った地域に「通い」続ける人々に目を向けたものである。人々はなぜ生活のなかに「通い」を組み込み、

それによって土地との関係を保とうとするのか。三つの報告を通して、「通い」に込められた人々の思

いや暮らしのあり方を捉え、人と土地との関係をあらためて考えることを目的として企画された。 

当日は、会場 17 名、オンライン 15 名の計 32 名が参加した。各報告とコメントを踏まえ、「通い」と

いう現象を村落研究の文脈からどのように捉えられるのかについて、報告者と参加者がともに考え

る、和やかでありながら活発な議論の場となった。 

各報告の内容と議論の詳細は、『村研ジャーナル』第65号（2026年 10月末公開予定）に掲載す

る予定である。会員の皆様には、ぜひご一読いただければ幸いである。 

（村研ジャーナル編集委員会 平井勇介） 

 

Ⅸ．年報の研究動向と年報刊行をめぐる検討状況 

前号 276 号でご報告の通り、現在、理事会および年報編集委員会では、年報『村落社会研究』に

掲載している「研究動向」のあり方について検討を進めています。この検討は研究動向のみならず、

今後の年報刊行のあり方とも関わるものとなっています。 

第２回理事会（2026年 1月 12日）は、年報編集委員会から研究動向のあり方に関して問題提起

を行い、第３回理事会（2026年4月 13日）では理事会内で意見交換をおこないました。その結果、

研究動向のあり方について、その意義をふまえ、継続と廃止の両面からさまざまな意見が挙げられま

した。第４回理事会（2026 年 8 月 31 日）ではそれらの意見をとりまとめたものを提示すると共に、

新たに年報刊行をめぐる諸課題の情報共有を行い、2026 年度大会の総会時の説明内容について

も検討しました。 

以下、(1)研究動向の掲載について、(2)年報の刊行継続をめぐる諸課題について、(3)今後の進

め方について、ご説明いたします。 

 

(1)研究動向の掲載について 

研究動向は創刊以来、村落研究に関わる各分野の成果や動向を会員間で共有する役割を担って

きました。とりわけ学際的な学会である本学会において、自らの専門分野を超えた研究を知る機会を

提供してきた意義は小さくありません。その一方で、近年は学術情報の電子化や検索環境の発達に

より、研究動向の役割そのものを改めて問い直す意見も出されています。 

また、研究動向をめぐっては、執筆者の確保が年々非常に難しくなっています。従来の分野別構成

を維持することが困難になっていることに加え、研究者を取り巻く環境変化のなかで、執筆に必要な
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時間と労力を確保することが容易ではなくなっています。さらに、研究動向は査読論文とは性格が異

なるため、研究業績としての位置づけが分野や所属機関によって異なり、執筆のインセンティブが十

分ではないという指摘もあります。 

なお、今後の年報や研究動向のあり方を検討する中で、本学会では 2022 年度総会において、研

究通信、年報、ジャーナル、ホームページの4媒体について、中長期的な再編や役割分担を検討する

「4 媒体再編ロードマップ」を公表していたことが改めて確認されました。このロードマップでは、媒体

の電子化や英語対応に加え、将来的な媒体間の役割整理や統合も含めた検討課題が示されていま

す。今回の研究動向に関する議論もこのロードマップで示された検討課題と関わるものであり、学会

媒体全体の将来構想と関わるものとしても位置づけることができます。 

 

(2)年報の刊行継続をめぐる諸課題について 

他方で、年報そのものについても検討すべき課題があります。発行元である農山漁村文化協会

（農文協）の内部で行われた会議の結果、第 62 集の初刷部数が第 61 集の 750 部から 700 部へ

と減少すること、また諸経費の値上がりによる価格の改定が行われることが決まりました。農文協側

からは、定期購読者の増加を含めた購入の促進、研究動向の割愛等によるページ数の削減、一般読

者が手に取りやすい装丁への変更などの提案を受けています。 

実際、年報の販売数は年々減少傾向にあり、定期購読者数も減少しています。また、販売数の減

少に伴って、在庫が増加しており、一定期間を経過したバックナンバーについては廃棄を行わざるを

得ない状況です。在庫の保管・管理にも、出版社側に負担が生じており、学術出版を取り巻く環境が

厳しさを増すなかで、このことは年報の持続的な刊行に向けて、そのあり方を検討する必要性が高ま

っていることを示しています。年報は本学会の研究成果を広く発信するたいへん重要な媒体であり、

その継続的な刊行を支えるためにも、会員の皆さまのご理解とご協力がこれまで以上に求められて

いるところです。 

 

(3)今後の進め方について 

こうした状況を踏まえ、研究動向については、第 63 集（2027 年 10 月刊行予定分）までは従来

通り年報への掲載を予定しています。その上で、第 64 集以降については、研究動向の意義や役割

を改めて整理しつつ、年報からジャーナルへの掲載媒体の変更を含め、そのあり方について検討を

進めていきたいと考えています。また、研究動向の内容についても、従来の分野別構成だけでなく、

テーマ別の研究動向の充実や執筆体制の見直しを含めて検討を行う予定です。あわせて、年報の購

入方法についても、より良い形を検討してまいります。 

今後も検討状況については、総会や研究通信等を通じて会員の皆さまにお知らせするとともに、

ご意見も伺いながら検討を進めてまいりたいと存じます。 

 

【年報『村落社会研究』の定期購読について】 

年報の継続的な刊行を支えるためにも、会員の皆さまには定期購読についてご検討いただければ

幸いです。 

定期購読のお申し込みについては、以下の URL（本学会 HP の「年報」）の下部にある、「農文協

から『年報』の定期購読（代金一割引き・送料無料の直送）を希望される会員へ」をご確認ください。
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皆さまのご理解とご協力をよろしくお願いいたします。 

https://jars.smoosy.atlas.jp/ja/annual_report 

※なお、農文協の｢田舎の本屋さん｣は、一般の方の注文受付窓口になるため、割引が適用されま

せん。 

（靏理恵子・澤野久美・牧野修也） 

 

Ⅹ．追悼 堤マサエ先生・高橋明善先生 

1．堤マサエ先生追悼 

大友由紀子 

2026年4月28日（火）、4限のゼミを終えて研究室に戻ると、堤美智さんから電話が入り、涙声

で「母が…、母が…」と。これはただ事ではないと察したものの、絞り出すような声で訃報を告げられ

るとは、予想すらできなかった。堤マサエ先生とはつい数日前にも連絡を取っていたし、2021 年 1

月 9 日に 98 歳の天寿を全うされた共通の恩師・森岡清美先生の約 6,000 冊の蔵書をようやく整

理し終えて、形見分けを頂戴したばかりであった。朝 9 時前に急性大動脈解離で救急搬送されたも

のの蘇生には至らず、満 78 歳での旅立ちとなった。 

私が堤先生に初めてお会いしたのは 1991 年春のことである。成城大学大学院博士課程後期に

進み、日本学術振興会特別研究員（DC）として科研費をいただき、森岡先生が 1966-1982 年の

16年間4時点において山梨県勝沼町で実施してきた長期反復調査「勝沼調査」の対象 100余世帯

を再訪していた時だった。1993 年 10 月 28 日の森岡先生古希記念論文集刊行に向けて、旧東京

教育大学森岡研究室の同窓生である石原邦雄先生、堤マサエ先生、そして社会人研究生だった高

橋博子さんが成城大学森岡研究室に集まり、「家族変動・勝沼調査」プロジェクトを立ち上げて 1992

年 3 月に第 5 回調査を実施するための会合に、私も同席させていただいたのである。 

あの時の気持ちは、正直なところ複雑だった。学振の申請書では、柳田國男による山村調査の調

査地再訪を計画していたが、森岡先生から「勝沼調査」対象世帯の反復調査へ計画変更を促され、

全世帯の親族図の変遷をノートに整理して勝沼町通いを続け、ようやく 25 年後の現況を把握でき

たタイミングだったからである。しかし、堤先生のご心境はもっと複雑であったに違いない。それを知

るのは、もう少し後のことである。 

2000 年 10 月 28 日の森岡先生の喜寿を記念して編纂された論文集『出会いの知的生態学―

森岡研究室からの出発―』（森岡清美先生喜寿記念誌編纂委員会）の中で、堤先生は「農村家族変

動の実証的研究への歩み―教育大最後の博士課程の学生として―」（pp.80-89）と題した「研究自

分史」を綴られている。 

滋賀県で教員のご家庭の長女として生まれた堤先生は、愛知大学文学部社会学科へ進まれ、中

田實先生のご指導のもと 1970 年 3 月に卒業論文「農村直系家族の権威構造の変容に関する一考

察」を提出された。学園紛争が激しく休講も多かったと記されているが、家族史は玉城肇先生、社会

史は中村吉治先生、文化人類学は堀希望先生、甲田和衛先生の講義も受講された。卒業論文の主

要参考文献に森岡先生の家族社会学、中野卓先生の商家同族団の研究があり、川越淳二先生や後

藤和夫先生の助言を受けて、1971年4 月に東京教育大学大学院文学研究科社会学専攻修士課程

に進学し、森岡研究室の門を叩かれた。 

森岡研究室では大学院生の調査実習も兼ね、1972年3月に第2回「勝沼調査」を実施しており、

https://jars.smoosy.atlas.jp/ja/annual_report
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そこで堤先生は初めて構造化面接調査を経験された。そして、その結果をもとに自ら補充調査を実

施して修士論文をまとめ、博士課程在籍中の 1975 年 9 月にデビュー論文となる「直系制家族にお

ける核分離」を『社会学評論』（第 26 巻第 2 号）に発表された。 

「勝沼調査」の対象世帯は 1966 年の第 1 回調査時に親夫婦・子夫婦が 2 世代揃った完全直系

家族であり、1972 年の第 2 回調査までの 6 年間は直系家族の世代間分離が生じるタイミングだっ

た。それが家族の歴史的変化というよりも周期的変化であることを実証した論考は、当時を知る研

究者から「センセーションだった」と聞いている。1973 年には岩波書店が「昭和の名著 100 選」に挙

げる森岡先生の代表作『家族周期論』が刊行され、1975 年には三木内閣が経済政策として「ライフ

サイクル計画」（生涯設計計画）を掲げた。まさに「時代の寵児」だったと言えよう。 

この研究業績により、堤先生は翌 1976 年 4 月に 28 歳の若さで山梨県立女子短期大学家政学

科に専任講師として着任された。1979 年 10 月に助教授、1994 年 4 月に山梨県立女子短期大学

生活学科教授、2010 年 4 月の改組に伴い山梨県立大学国際政策学部総合政策学科教授に就任

され、2013 年 3 月の定年退職後は名誉教授として、実に半世紀にわたり山梨県の要職を歴任され

た。主な社会活動だけでも、多い年には 7〜8 種類もの国や自治体の委員を務められ、1998 年労

働基準行政表彰（山梨労働基準局長）、2002 年労働基準行政表彰（厚生労働省労働基準局長）、

2006 年厚生労働大臣表彰、2011 年山梨労働局長感謝状、2012 年山梨県甲府警察署感謝状、

2012 年厚生労働大臣感謝状を授与された。さらに死没日付にて従四位に叙され、瑞宝小綬章を追

贈されている。研究者としてだけでなく、有識者としても地域社会に多大な貢献を果たしてこられた。 

また、堤先生の教育業績をたどると、高校の「家庭経営」や「現代倫理」の教科書、看護・福祉の専門

職養成のための「社会学」の教科書も数多く執筆されている。とりわけ「母性の社会学」は、堤先生が

開拓された分野と言っても過言ではない。1974 年 4 月の大学院博士課程入学と同時に日本赤十

字社助産婦学校非常勤講師（家族社会学担当）として教壇に立ち（1998 年まで 24 年間）、以後、日

本赤十字看護大学大学院（1992-2007）、山梨医科大学大学院（現・山梨大学医学部看護学科）

（1994-2007）、日本赤十字社武蔵野短期大学・大学（2002-2007）、青森県立保健大学大学院

（2005-2008）、健康科学大学看護学部・健康科学部（2024-2026）のほか、甲府看護専門学校

（1976-2010）、帝京山梨看護専門学校（1981-2013）、富士吉田市立看護専門学校（1996-

2025）、帝京医療福祉専門学校（1989-2026）、優和福祉専門学校（2007-2013）でも教鞭を執

り、山梨県内の地域医療・福祉人材育成に大きな功績を残された。2014 年 4 月には故郷に近い福

井県敦賀市で市立看護大学の開学に関わられたが、すぐに山梨県へ戻られ、最期まで地域医療・福

祉人材の養成に奔走された。 

堤先生の「母性の社会学」は、ご自身の家庭生活と研究・教育生活での実体験に根ざしている。山

梨県立女子短期大学に着任された1976年にご結婚され、まもなく第1子の美智さんが誕生された。

1979 年の第 3 回「勝沼調査」は森岡先生が指導する厚生省統計情報部職員の研修を兼ねていた

が、厚生省職員と山梨県立女子短期大学の堤先生の学生たちが実査にあたっている。1980 年には

第 2 子が誕生されたが、お身体が弱く病気がちで、1985 年に早世された。その間、1981 年に第 4

回「勝沼調査」があり、1984 年には社会保障研究所「高齢者生活総合調査」の掛川調査に参加され

ている。そうした中で、1987 年には第 3 子の智昭さんが誕生された。堤先生の家庭生活と研究・教

育生活の両立は、ご夫君である堤昭博先生のパートナーシップなしには成し得なかったこととお察し

する。 



 34 

1992 年の第 5 回「勝沼調査」からは、パソコン版 SPSS での統計処理が可能になった。調査員

が記入する他記式の構造化面接調査では、実査後にデータ入力会社へ発注するためのコーディン

グ作業があり、成城大学のコミュニケーション学専攻の院生アルバイトによる人海戦術でこれにあた

った。そうして入力されたExcelデータを統計処理するわけだが、当時はプログラミングの知識が必

要だった。オープンリールに保存されていた過去の調査データも Excel に変換して第 5 回調査デー

タと接合したのだが、コンピュータ言語がご専門の堤昭博先生のサポートなしには不可能な作業だっ

た。 

1997 年の第 6 回調査からは、実質的に堤先生と私との二人三脚となった。1992 年第 5 回調査

の実査合宿で、私は森岡先生に「直系制家族の世代継承を研究するのですから、研究組織も継承し

ます」と約束した。対象世帯の夫世代は1921-1935年生まれに分布し、年齢5歳階級ごとに1921-

1925 年生まれ、1926-1930 年生まれ、1931-1935 年生まれの 3 つのコーホートに分けられる。

したがって、5 年ごとに反復調査を行えばコーホート分析が可能になる。そこで私は、1992 年 3 月

調査の 5 年後に反復調査を行わねばならないという使命感を抱き、1996 年 4 月に十文字学園女

子大学に着任すると調査費を調達し、会計課が提示した 2 月末の使用期限に合わせて実査を計画

した。 

ところが森岡先生からは、「堤さんは都合が悪いと言っている。大友さんみたいに言いたいことを

言える人間ばかりではない。堤さんの気持ちを考えなさい。その調査はやめなさい」ときついお叱り

の電話をいただいた。すると森岡先生の奥様が電話を代わられ、「ごめんなさいね。誰に電話して怒

鳴っているのかと思ったら、大友さんではないですか」とフォローしてくださった。今思えば、堤先生

は多くの社会活動を抱え、看護系の教育活動もある中、何とか工面して調査日程を確保してくださっ

ていたのだろう。森岡先生からの電話など無かったかのように、1997 年 2 月に実査は行われた。そ

して、堤先生によって「勝沼調査」の 31年間（1966-1997）の反復調査データは博士論文としてまと

められ、2008 年 9 月に大阪大学大学院より学位を取得されると、2009 年 1 月には『日本農村家

族の持続と変動―基層文化を探る社会学的研究―』（学文社）が上梓された。 

私は森岡先生から「堤さんと大友さんは関心が同じだから、一緒にチームで研究しなさい」と言わ

れていたが、堤先生にはどのような声をかけられていたのだろうか。東京教育大学は閉学になり、最

後の文学部長を務められた森岡先生の門下生は結束が固い。私は同窓ではないけれど、堤先生に

は後輩として温かく接していただいた。専門書の出版では、堤先生ご自身が最も得意とされるパート

であっても私に譲ってくださったり、科研費の申請では私と重複しないようご自身は別の領域で申請

されるなど、姉弟子としていつも妹弟子に道を譲ってくださった。 

第7回「勝沼調査」となる2016-2018年「ぶどう郷・勝沼 地域と家族のあゆみ50年調査」では、

調査補助をつけず、堤先生と私の 2 人で全世帯を歩いて回った。第 6 回調査から 20 年が経過して

いたが、その間に堤先生が山梨県農業女性起業支援講座パワーアップスクールコーディネーター

（2002-2009）、勝沼町新農業ビジョン検討委員会委員（2005 年）、やまなし農業ルネサンス大綱

改訂検討委員会会長（2011 年）など多くの役職を担われていたおかげで、甲州市役所産業振興課

をはじめ元勝沼町男女共同参画プラン推進委員の皆様との協業によって、対象世帯の現状を把握

することができた。そして、「勝沼調査」の全個票をデジタル画像として保存することもできた。 

堤先生が 1971 年に東京教育大学大学院修士課程に入学された時、「家族の国際比較」のような

研究をしてみたいと言ったところ、森岡先生からは「現実的に可能なことから試みなさい」と指導され
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たそうである。それから 55 年という歳月が流れ、グローバル化が進んだ今、私たちは堤先生の志を

継いで、農村家族や農家女性の国際比較もできる時代になったことに感謝したい。 

まだまだ、ご一緒に語り合えるものと思っていましたが、どうか安らかにお休みください。そして、こ

れまでのように私たちを温かく見守っていてください。合掌 

 

2．高橋明善先生追悼 

三須田善暢 

2026 年 7 月 11 日、東京農工大学名誉教授であり、本学会元会長の高橋明善先生が逝去され

た。高橋先生の著作をあらためて紐解き、その農村社会学における意義や、残された研究課題につ

いて論じることも考えた。しかし、それについては別の機会もあるだろう。ここでは、学部時代以来、

長年にわたってご指導いただいた一人の教え子として、個人的な思い出を記すことで追悼の文とし

たい。 

高橋先生には、東京農工大学の学部学生時代から長年にわたりお世話になった。当時、私は農学

部生物生産学科の農業経済学研究室に所属していたが、農業経済学にとどまらず歴史や文化を踏

まえて幅広く農村を研究したいと思っていた。そこで一般教育部におられた高橋先生の研究室を訪

ねた。大学 2 年終わりで研究室所属を決める頃だったので、1992 年頃だったと思う。大学 3 年生

の終わりの 1993 年頃だったかと思う。なおその時は高橋先生は学生を持っていなかったが、その

後、一般教育部は新設の地域生態システム学科へと改組され、高橋先生も学部生・大学院生を直接

指導するようになった。 

社会学の大学院に進みたい、できれば福武直の系統で農村社会学を学びたい、と相談したところ、

高橋先生から返ってきたのは、「お前には東大は無理だ。東北大で細谷（昂）が学生を募集している

から、そこにいったらどうか」という、いかにも先生らしい言葉であった。ところが、社会学の素養が十

分ではなかった私は東北大学の大学院入試に落ちてしまった。そのため卒業後の 1 年間、高橋先生

のもとで研究生として過ごすことになった。 

研究生時代には先生のゼミに参加し、マッキーヴァーの『コミュニティ』を題材とした学説研究を研

究生論文としてまとめた。また、高橋先生のご紹介で、一橋大学における矢澤修次郎先生の大学院

ゼミや一橋大学に非常勤で来ていた東京女子大学の佐久間孝正先生の授業にも参加させていただ

いた。もっとも、高橋先生から手取り足取り論文指導を受けたという記憶はない。論文の最後の段階

で少し内容をみていただいた程度だったように思う。調査研究の方法については農業経済学研究室

で多少学んだものの、学説研究の方法を一から教わったのは、むしろその後東北大学大学院に進学

してからであった。当時、農工大の私の周囲では、上級生や大学院生からさまざまな研究上のノウハ

ウを学び、教員が学生を逐一指導するという雰囲気ではなかった。 

当時の私にとって、高橋先生は何よりも「おっかない先生」であった。研究室を訪ねるにも、かなり

の勇気が必要だった。後年、先生のお見舞いにうかがった際、その話を息子の善樹さんにしたところ、

「自分はいままで一度も怒られたことがない」と言われ、こちらが驚いた。私がよほど不出来な学生だ

ったということなのかもしれない。とはいえ、東北大学大学院への合格が決まったときには、農工大の

大学院生たちとともに先生のお宅に招いていただき、奥様が作られた茶碗などを頂戴した。 

その後私は、東北大学大学院情報科学研究科に進学し、村研で先生とお目にかかるようになって

からも、しばらくの間は学部以来の緊張感が残っていた。学会の懇親の場で先生に質問しても、けん
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もほろろに否定されることが少なくなかった。一度、1963 年の高橋先生の論文に出てきた「発展構

造的分析」について質問したことがあったが、そのときも「そんな昔の文献は読まなくてよろしい」とに

べもなく言われてしまった。 

ところが、博士後期課程に入り私自身の勉強も多少は進んだ頃から、先生との関係が少しずつ変

わっていった。1998 年の嵐山町の村研大会でお目にかかったときには「頑張っているね」と気遣い

の言葉を頂いて、ものすごく驚いた記憶がある。2011 年に村研ジャーナルの編集委員となってから

は、編集委員会のあと顧問であった先生と飲むことが定例となった。 

さらに、矢野晋吾さんらとともに、ここ 10 数年、日本農村社会学の学説史研究に取り組むようにな

ると、先生はそのことをたいそう喜んでくださった。原稿をお送りするたびに懇切丁寧なコメントをく

ださり、「これも読んでおくように」と、ご自身の未公刊原稿もしばしば送ってくださった。それらは必

ずしも完成した論文ではなく、誤字脱字も少なくなかった。しかし、そこには先生の長年の研究経験

から生まれた着想が次々と書き込まれ、先生の思考がそのままほとばしっているような文章であった。

私にとって高橋先生は、まさに「歩く農村社会学史」とでもいうべき存在であった。 

こうして振り返ると、学部時代には近づくことさえ怖かった先生と、晩年には農村社会学の学説史

について原稿をやりとりし、あれこれ質問できるようになった。そのこと自体が私にとっては感慨深い

ことである。研究面だけでなく公私にわたってさまざまなお気遣いもいただいた。 

高橋先生の晩年の主著として、まず挙げるべきは『自然村再考』（東信堂、2020 年）であろう。私

はこの本の書評をおこなったが、その際、学部時代の先生の授業を思い出した。先生は授業で、自分

は「ハーバーマスの『公共性の構造転換』より前に、公共性の構造転換をいっていたんだよ」という趣

旨のことを話していた。もちろん、ハーバーマスの議論とは内容を異にする。しかし、地域社会におけ

る「公共性」のあり方とその変容が、高橋先生の農村社会学を貫く重要な問題の一つであったことは

確かであろう。また書評への感想をいただいた際には、「自分には比較社会論の視点があることを忘

れないでほしい」と念を押された。この点も、高橋社会学をあらためて検討する際に忘れてはならな

いだろう。 

ところで、高橋先生をめぐってはいくつもの面白い「エピソード」が語り継がれている。たとえば、先

生は本当は「地主の息子」であったという話。しかし、先生の履歴を確認すれば、これは事実ではな

いことがわかる。また、『回想 島崎稔』（1991 年）のなかで河村望氏は、高橋先生が糸魚川調査の際

にクリームパンを食べて体調を崩し、入院したという逸話を紹介している。これについて先生本人に

尋ねたところ、「がせねたです」との返事が返ってきた。 

先生によれば、実際には、炎天下の調査で毎日徒歩で山道を歩き、集落から集落へと移動した疲

労から胃痙攣を起こし、ようやくバス道路までたどり着いて病院に駆け込み、緊急の処置を受けたと

いうことであった。そして先生は、車もバスも十分になく、道路も狭く未舗装だった時代に、早川、海

川、姫川の各河川の上下をくまなく歩いた経験こそが、「村落を軸としながら村落を超えた農村地域」

を対象とする自らの農村研究の原点であった、とメールで記してくださった。 

何気ない逸話ではある。しかし、このやりとりは学説史を研究するうえで大切なことを教えてくれた

ように思う。私たちは、まことしやかに語られるエピソードをいつの間にか事実として受け取り、そこか

ら研究者の人間像を組み立ててしまうことがある。しかし、語り継がれた「事実」は案外あやふやなも

のである。研究者の学問と生涯を跡づけるには、本人の証言はもちろん、残された原稿、書簡、調査

記録などを丁寧に照合していかなければならない。このことは、先生とのやりとりを通してあらためて
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教えられたことであった。 

ここ数年、先生は腎臓を悪くされ、透析も受けておられた。かなりお疲れのご様子だったが、何度

かお見舞いにうかがった。甘いものは大丈夫とのことで、岩手の羊羹などをお持ちすると喜んで召し

上がってくださった。 

最後に先生にお目にかかったのは、2026 年 6 月 28 日、施設に入所された直後であった。すで

に体調はかなり悪化していた。それでも研究の話をすると、先生は応じてくださった。かつて私が質

問して一蹴された「発展構造的分析」についてあらためて尋ねてみた。すると先生は「あれは自分の

なかではうまくいかなかった」と率直に話された。また、初期の論文「部落構造展開の二類型」（1959

年）については、「松下圭一から褒められたんだ」と嬉しそうに語っておられた。その姿がいまも印象

に残っている。 

先生が晩年、繰り返し心配しておられたことに、ご自身の蔵書や調査資料の行方があった。長年に

わたる糸魚川調査の記録をはじめ、先生のもとには、おそらく現在では他に残されていない資料も

少なくないと思われる。高橋先生の研究を後世から検証できるようにするためにも、これらを可能な

限り整理し、散逸を防ぎ、公的な利用に供することのできる形で残していく必要があろう。それはご

遺族や個々の研究者だけに委ねるべき問題ではなく、学会としても考えていくべき課題ではないだ

ろうか。 

「歩く農村社会学史」であった先生は、もう直接質問をすれば答えてくださる存在ではなくなった。

しかし、残された著作、調査資料、そして多くの人々の記憶を丁寧に読み解いていくことによって、高

橋先生が何を考え、何を農村社会学に残そうとしたのかを問い直すことはできる。それは、先生から

学んだ私たちに残された仕事でもあるように思う。 

長年にわたるご指導とご厚情に、心より感謝申しあげたい。高橋明善先生のご冥福を心よりお祈り

申しあげる。 
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